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要    旨 

１．事業継続計画（Business Continuity Plan:ＢＣＰ）とは、緊急時の指揮命令系統の整 

備、バックアップシステム、バックアップオフィスの確保、代替要員の確保、安否確認の

迅速化、マニュアル等の整備を行うことにより、不測の事態が発生し業務が中断した場合

であっても、できる限り短期間で重要な業務を再開させ、業務中断による顧客の流失、マ

ーケットシェアの低下、企業評価の低下を防ぐための経営戦略である。企業にとってリス

クマネジメントの中核をなすものである。緊急時に優先すべき商品やサービスの提供など

についてのプランを平常時から策定しておくことにより、顧客からの信頼を勝ち取り、ひ

いては企業価値の向上につなげるものである。 

ＢＣＰが日本で最初に大きな注目を集めたのは、2001 年 9 月に起こった米国の同時多発

テロのときである。ニューヨークの世界貿易センター近隣に所在していたメリルリンチを

はじめとする企業は、ＢＣＰに沿ってあらかじめ準備してあったバックアップオフィス等

を活用することによって、業務の中断を最小限に抑えることができた。これを契機にＢＣ

Ｐへの認識が高まった。現在、ＢＣＰ策定の主な理由としては、①海外からの要請、ＩＳ

Ｏへの対応、②操業損失に対する認識の高まり、③企業の社会的責任（ＣＳＲ）としての

視点があげられる。   

２． 米国においては1960年代からコンピュータをいかに守るかという発想ディザスター・

リカバリー・プラン（ＤＲＰ）がスタートした。その後ＤＲＰだけでは企業の事業継続を

カバーすることができないという認識からＢＣＰの考えが導入された。コンピュータの

2000年問題や2001年９月の同時多発テロの教訓によってＢＣＰのレベルアップが図られて

いる。米国において不測の事態に対応するリスク管理の文化は、事後対応型の短期的戦略

から、事前の長期的戦略へと、その姿を変えつつある。米国では、金融業界の取り組みで

始まった事業継続が保健医療部門に波及し、その他の業界にも徐々に浸透している。サー

ベインス・オクスリー法を含む最近の規制強化の波には、内部統制と株主への説明責任を

義務づけることにより、投資家の信頼を取り戻そうとする趣旨があるが、ＢＣＰにも大き

な影響を与えている。しかしＢＣＰに対する米国における関心の高まりは、規則にのみに

起因しているのではない。不測の事態に対する政府の備えが不十分であることから、社会

がその認識を基に行動し、自助努力による対応と官民連携やネットワーク構築の必要性が

背景にある。 

米国における先進的な企業のＢＣＰは、①サーベインス・オクスリー法などコーポレー

トガバナンスとの関連が重視されている、②経営の関与が大きく、事業活動全般に位置付

けられ、マネジメントレベルまで高められている（ＢＣＭ）、③目標復旧時間が明確、④全

社的な取り組み、更には、サプライチェーンにまで適用範囲を拡大している、⑤データバ

ックアップなど専門業者の積極的な活用を行っている、⑥ＢＣＰに関する予算が毎年確保

されており、ＰＤＣＡの仕組みが定着している。⑦ビジネス継続管理に関する有資格者の

活用を行っている。⑧連邦政府、州政府等が共有する緊急指令システム（ICS）等を企業内

のシステムと融合されている等の特徴を有している。 
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ＢＣＰに関してもＩＳＯでの議論が始まっている。セキュリティの視点から既存の国際

標準の見直しをするため、米国のイニシアティブで開かれたセキュリティ高級諮問グルー

プ会議を経て、2005 年 2 月のＴＭＢ会議（技術管理評議会）において、既存の国際標準を

見直し、新たなセキュリティ関係の国際標準を策定することが決議された。2006 年 4 月に

国際ワークショップの（International Workshop Agreement）会合が開催される予定であ

り、規格化に向けて議論が更に進むものとみられる。 

３．日本企業のＢＣＰ策定率は 7.9%にとどまっており（日本政策投資銀行による 2005 年

11 月調査）、今後、ＢＣＰ普及が大きな課題である。ＢＣＰ策定上の課題として、経営層

の関与、柔軟な作成姿勢、費用対効果の検討、ＰＤＣＡを考慮したサステナブルなＢＣＰ

の構築、地域やサプライチェーンとの連携があげられる。ＢＣＰ普及へのインセンティブ

としては、例えば、公共事業発注の入札条件にする、策定企業の保険料を低減する等の対

策だけでなく、ＢＣＰを策定している企業が社会環境報告書をはじめ、様々な形でＢＣＰ

の内容をアピールしていくことで、市場の評価を通じて企業価値の向上につながる点が期

待できる。日本政策投資銀行が 2006 年度から開始する防災格付融資は、企業の防災への取

り組みを評価して金利に差を設ける制度であり、ＢＣＰの策定が評価項目の重要な位置を

占める。こうした社会的責任投融資（ＳＲＩ）等における企業の評価項目の１つとしてＢ

ＣＰの策定の有無が入ってくるであろう。今後、企業のＢＣＰ策定へのインセンティブを

更に高めるためには、ＢＣＰの実効性についての検証を進める必要があろう。ＢＣＰの効

果を検証していく前提としては、企業におけるデータの収集が不可欠となり、防災会計の

議論の進展が期待される。 

ＩＳＯでの規格化の議論では各国の文化的な背景の違いもあり、ＢＣＰの場合、海外の

手法で学ぶべき点は日本に導入しつつ、地震災害など日本にとって影響が大きい分野につ

いては、日本の立場を十分に主張していく必要がある。 

４．従来の企業評価では、財務を中心とした企業価値の測定が主流を占めていた。しかし

ながら、昨今では、企業の資産の時価総額に占める無形資産（知的資産）の割合が大きく

なっており、企業評価に際して知的資産は、企業の将来性を見定める上で無視できない状

況になっている。ＢＣＰをマネジメントレベルにまで高めたＢＣＭの実践は、企業にとっ

て重要な知的資産となる。ＢＣＰはＩＴまわりへの対応から始まった概念であり、業種的

にもインフラ系企業や金融関係が中心であったが、現在では業種の枠を超えて広がりつつ

ある。更にＩＳＯで規格化の議論が始まっており、この１～２年で企業は必然的に対応を

求められる。今後、ＣＳＲやコーポレートガバナンスの議論を経て、ＢＣＭの実践が企業

価値の向上につながるという意味において、企業経営にとって不可欠な位置を占めていく

であろう。 

［政策企画部 野田健太郎kenoda@dbj.go.jp、ロサンゼルス事務所 首席駐在員 酒巻弘、アソシエイト 

Ellen Nishigaki］1

                                                  
1 当レポートは日本政策投資銀行政策企画部、ロサンゼルス事務所の共同調査の結果をまとめたものであ
る。 
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Ⅰ．事業継続計画（ＢＣＰ）の概要 

事業継続計画（Business Continuity Plan:ＢＣＰ）とは、緊急時の指揮命令系統の整備、

バックアップシステム、バックアップオフィスの確保、代替要員の確保、安否確認の迅速

化、マニュアル等の整備を行うことにより、不測の事態が発生し業務が中断した場合であ

っても、できる限り短期間で重要な業務を再開させ、業務中断による顧客の流失、マーケ

ットシェアの低下、企業評価の低下を防ぐための経営戦略である。企業にとってリスクマ

ネジメントの中核をなすものである。緊急時に優先すべき商品やサービスの提供などにつ

いてのプランを平常時から策定しておくことにより、顧客からの信頼を勝ち取り、ひいて

は企業価値の向上につなげるものである。 

 

【図表１－１】ＢＣＰの概要 

（出所：内閣府「民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言」） 

 

 

 

ＢＣＰは通常、以下のマネジメントサイクルによって運用、改善されていく。 
「方針」⇒「ビジネス影響度分析」⇒「ＢＣＰ策定」 

⇒「モニタリング」⇒「プロセスの改善」⇒「目標の修正」 

 

 ＢＣＰの内容は、海外企業の要請で形式的に作っているものや、従来の防災マニュアル

や危機管理マニュアルに手を加えたに過ぎない初歩的なものから、ＢＣＰのマネジメント

サイクルによって実際に起きると予想されるシナリオに対応でき、内部管理のフローなど

現場に浸透しているレベルのものまで多様である。ＢＣＰと従来の防災計画、危機管理マ

ニュアル類との違いは、ＢＣＰには緊急時における業務の優先度が定められている等、企
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業経営と連動していることである（図表１－２）。但し、防災計画の中にきちんと復興復旧

までの計画を組み込んでおり、実質的にＢＣＰに近いものを作成している企業もある。Ｂ

ＣＰは地震災害だけに留まらず、テロやＳＡＲＳといった様々リスクに対応した計画を指

すものであり、そのレベルでのＢＣＰを作成している日本の企業はまだ多くはない。 

 

【図表１－２】防災対策とＢＣＰの比較 

防　災　対　策 Ｂ　Ｃ　Ｐ

目的 生命安全・資産保全 重要業務の継続

内容

耐震・耐火・消火設備導入、転倒防止等
災害対応体制、備蓄、安否確認システム、防
災訓練等、被害状況把握、避難・救助、二次
災害防止等、建物・設備の復旧等

左記内容に加え、優先業務の特定、目標復旧時
間とレベル設定など、通常業務・運用への切り替
えなどが入る

範囲 本社・工場など拠点ごとの対策でもよい サプライチェーンごとの対策

コスト 企業の規模、部門の規模に比例 重要業務への対策のレベルによる

効果 安全性・人道上の評価が大きい ビジネス上の評価が大きい

（東京海上日動リスクコンサルティング資料等より作成） 
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Ⅱ．ＢＣＰを巡る国内外の動向 

１． ＢＣＰに関する国内の動向 

（１） 概要 

ＢＣＰが日本で最初に大きな注目を集めたのは、2001年9月に起こった米国の同時多発テ

ロのときである。世界貿易センター近隣に所在していたメリルリンチをはじめとする企業

は、ＢＣＰに沿ってあらかじめ準備してあったバックアップオフィス等を活用することに

よって、業務の中断を最小限に抑えることができた。これを契機にＢＣＰへの認識が高ま

った。その後、2004年10月に起こった新潟県中越地震の時、ＢＣＰ策定の有無によって企

業の被災に大きな差が出た結果、ＢＣＰの重要性が実証されることとなった。 

金融機関に対しては、事業継続の要請が強まる中、日本銀行が 2002 年 3 月に「金融機関

の拠点被災を想定した業務継続計画のあり方」を公表した。更に業務継続・復旧計画の整

備状況に関するアンケートを実施し、その結果は2003年6月に公表された。これによれば、

半数以上の金融機関において、何らかの緊急時対応計画が整備されてはいるものの、メイ

ンセンターとバックアップセンターの距離や切替え時間などは、金融機関によってかなり

バラツキがある結果となった。金融情報システムセンターが実施した調査（金融情報シス

テム白書 18 年度版）によれば、大規模災害時のコンティンジェンシープランを策定して

いる金融機関の割合は着実に増加しており、2002 年 3 月末の 49.3％から 2005 年 3 月末で

73.3％に達している。本店等の被災時に活用するバックアップセンターを保有している金

融機関の割合も 2004 年末で 50％を超えた。被災時にオンラインシステムが停止する場合

に備え、金融機関の本支店においては自家発電設備を設置することが望ましいが、同設備

の整備比率は 1999 年 3 月末の 26.1％から 2005 年 3 月末には 37.2％に上昇している。これ

らの結果を見ると金融機関におけるＢＣＰの整備は全体としては進展しているものと思わ

れる2。 

かつて明確には企業の事業継続と格付けのつながりは議論されなかったが、企業経営の

中でも事業継続の重要性が高まってきており、今後は企業の格付けにも影響を及ぼしてい

くものと思われる3。 

 国の関係においては、防災担当大臣が主催した「企業と防災に関する検討会議」が 2003

年 4 月に公表した「企業と防災～今後の課題と方向性～」 の中で、企業のリスクマネジメ

ントとして、ＢＣＰ策定のための環境整備が必要であることが盛り込まれた。経済産業省

が 2005 年 3 月「企業における情報セキュリティガバナンスのあり方に関する研究会」の中

でＩＴを中心とした内容に対してＢＣＰのガイドライン化を提言している。更に、政府中

央防災会議の「民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会」企業評価

ワーキンググループにおいて 2005 年 8 月にＢＣＰガイドラインが発表された。中小企

                                                  
2 金融財政事情 
3 Exchange Square 2003年 10月 ビジネスコンティニユイティ 格付機関の視点から見た企業の危機
管理 
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業庁においても、ＢＣＰのガイドラインの作成が行われており、2006 年 2 月に同庁のホー

ムページに公開された。4ＢＣＰの促進を図るＮＰＯが設立されるなど5、ＢＣＰの普及促

進に向けて官民あげての体制は整備されつつある。 

 

（２） ＢＣＰ策定の背景 

 企業がＢＣＰ策定を進める背景を整理すると以下の通りとなる。 

① 海外からの要請 

 米国の同時多発テロ以降、欧米ではＢＣＰに対する取り組みが加速しており、サプライ

チェーンに対してもＢＣＰを導入するように要請している企業が多い。海外とのつながり

が深い自動車、電機機械などの分野を中心に、日本企業に対しても海外の取引先からＢＣ

Ｐ作成の要請がある。更にＩＳＯで議論が始まっており、今後、企業にとってＩＳＯへの

対応も求められる。 

 

② 操業損失に対する認識 

阪神淡路大震災における商工部門の被害は、ストック損失として2兆5,400億円、物流障

害に伴う生産低下や原材料調達支障、機会損失等からの操業損失がストック損失を上回る2

兆6,000億円であった（図表２－１）。企業がＢＣＰを策定しておけば防げた部分も大きか

ったと言われている。こうした経験を踏まえ、企業価値の保全・向上という観点から事業

継続が重要であると認識されるようになった。 

      【図表２－１】 阪神淡路大震災損失状況 

      ストック損失     フロー損失 

建物関係   1 兆４,２００億円 商業部門 １兆６,６００億円 

設備関係      ５,６００億円 商工部門    ９,４００億円 

原材料・製品   ５,６００億円   

合計      ２兆５,４００億円 合計    ２兆６,０００億円 

    （出所：日本経済新聞 1995 年 6 月 28 日より政策銀作成） 

 新潟県中越地震では、自動車や電機機械の部品メーカーが大きな痛手を受けた。在庫を

最小限に抑えるジャスト・イン・タイムに代表される効率的な生産体制をとる企業は、部

品メーカーからの供給がストップすれば生産が止まる可能性が高い。二輪自動車メーター

の最大手である日本精機が、今回の地震で工場が被災し供給をストップしたため、二輪車

メーカーのヤマハ発動機や川崎重工業に影響が出た。また、三洋電機の子会社でＡＶ用半

導体の主力生産拠点である新潟三洋電子（現 三洋半導体製造）は、地震による直接な被

害額 184 億円、在庫被害 46 億円、復旧費用 270 億円が発生した。これに加え、操業停止に

                                                  
4 中小企業ＢＣＰ策定運用指針 http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/ 
5 事業継続推進機構 www.bcao.org 
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伴う損失は 370 億円にも達した6。 

一方で、新潟県長岡市に本店を構える北越銀行は、耐震構造のデータセンターにシステ

ムを置くことで未然に被害を防止した。また、森永乳業では、長岡市にある関連会社の工

場や物流拠点が使用不能になるほどの被害を受けたが、翌日には代替拠点を確保した。拠

点の切り替えを想定した業務とシステム両面での定期的な訓練を数年前から続けてきたこ

とが効果を発揮した7。新潟県中越地震では企業の対応が明暗を分ける結果となった。 
 
③ 企業の社会的責任（ＣＳＲ）としての視点 

  リスクに直面した時にどのような対応を取ればステークホルダーが満足するかという視

点が重要になっている。今まで企業は、危機発生時に如何に自身の経営資源を守るのかを

中心に考えていた。今後はこれに加え、各方面のステークホルダーへの配慮をＢＣＰの中

に織り込むことができれば、その企業は社会的責任の視点からも評価を得ることができる。

企業の生産がストップすれば、地域経済や地元の雇用にも大きな影響を与える。事業継続

の問題は１つの企業にとどまらない社会的責任となってきている。 

 

（３） ＢＣＰの策定状況 

日本政策投資銀行が 2005 年 11 月に実施した企業の防災への取組みに関する特別調

査においては、ＢＣＰの策定済み企業の割合は 7.9％にとどまっている。政府中央防

災会議では、2005 年 8 月に「事業継続（ＢＣ）ガイドライン」、10 月に「『防災に対

する企業の取組み』自己評価項目表」を策定・公表し、企業の防災への取組み高度化

を促す方向を打ち出すなど、企業において防災への取組みを強化する動きがみられる

ものの、事業継続へ向けた対応は改善の余地が依然大きいことを示す結果となった。  

 

【図表２－２】防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況 

・全体の２／３の企業がなんらかの防災計画を有しているが、事業継続計画（ＢＣＰ）

を作成している企業は 7.9％にとどまる。ただし 15％の企業がＢＣＰに着手しており、

今後の普及が期待される。 

33%

28%

36%

44%

48%

42%

15%

17%

13%

7.9%

6.7%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

製造業

非製造業

①特に防災関連の計画はない ②避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある

③応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している ④事業継続計画を含む防災計画を策定済みである

1,585社=100％

670社=100％

915社=100％

 

                                                  
6 日本経済新聞 12月 22日 
7 日経コンピュータ 2005年 2月７日号 その災害対策は機能しない いま生かすべき新潟県中越地震
の教訓 
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【図表２－３】防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況［業種別］ 

・電力・ガス業では 40％の企業がＢＣＰを策定しており、精密機械、建設、通信・情

報でも１割以上の企業が策定している。 

・策定中の企業割合は石油、リース業、鉄鋼等で高くなっている。 

33%

29%

48%

11%

23%

6%

38%

27%

34%

35%

25%

26%

23%

45%

41%

34%

35%

16%

41%

17%

34%

44%

45%

33%

74%

52%

35%

46%

43%

41%

43%

52%

55%

55%

34%

42%

48%

45%

30%

32%

43%

53%

15%

18%

19%

11%

18%

53%

12%

27%

16%

17%

17%

6%

17%

9%

14%

12%

15%

14%

16%

30%

8%

8%

8%

0%

5%

8%

6%

4%

3%

9%

6%

6%

13%

5%

12%

3%

6%

5%

40%

11%

9%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業

食品

繊維

紙・パルプ

化学

石油 

窯業・土石

鉄鋼

非鉄金属

一般機械

電気機械

精密機械

輸送用機械

建設

卸売・小売

不動産

運輸

電力・ガス

通信・情報

リース

サービス

特に防災関連の計画はない

避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある

応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している

事業継続計画を含む防災計画を策定済みである
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【図表２－４】防災計画、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況［地域別］ 

・なんらかの防災計画を作成する企業の割合は、東海で８割近くに達するが、事業継

続計画（ＢＣＰ）を作成している企業の割合は、四国、東海で高くなっている。 

 

33%

42%

40%

48%

29%

52%

22%

33%

44%

46%

32%

44%

42%

45%

38%

45%

34%

50%

44%

43%

36%

49%

15%

9%

10%

9%

18%

10%

17%

15%

8%

5%

10% 9%

13%

5%

7%

12%

4%

8%

5%

6%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　国

北海道

東　北

北関東甲信

首都圏

北　陸

東　海

関　西

中　国

四　国

九州・沖縄

特に防災関連の計画はない

避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある

応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している

事業継続計画を含む防災計画を策定済みである  
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【図表２-５】今後取り組むべき防災対策について（最大４つまでの複数回答） 

・今後取り組むべき防災対策については、「防災計画・マニュアルの整備」、「従業員

の教育・訓練」などマネジメント分野を挙げる企業が過半に達する。 

・次いで、「情報システムのバックアップ」、「安否確認・通信手段の確保」、「ハー

ドの耐震化・風水害対策」などの具体策について３割以上の企業が取り組むとしてい

る。 

全産業 製造業 非製造業

順位 順位 順位

防災計画・マニュアルの整備 60% (1) 63% (1) 59% (2)

従業員の教育・訓練 59% (2) 56% (2) 61% (1)

情報システムのバックアップ 44% (3) 47% (3) 42% (3)

安否確認・通信手段の確保 36% (4) 36% (4) 37% (4)

ハードの耐震化・風水害対策 33% (5) 35% (5) 31% (5)

地方自治体、住民等との連携 24% (6) 19% (7) 27% (6)

取引先との協力体制 21% (7) 22% (6) 21% (7)

事業所内の設備類転倒防止策 15% (8) 18% (8) 13% (9)

財務手当 15% (9) 17% (9) 13% (8)

水・食料等の備蓄 9% (10) 6% (10) 10% (10)

防災関連商品・サービスの開発 3% (11) 2% (11) 4% (11)

在庫の積み増し 1% (12) 1% (12) 1% (12)  

 

 

【図表２-６】今後取り組むべき防災対策について － ＢＣＰ策定企業 117 社の集計 

・ＢＣＰを策定している企業に限ると、「従業員の教育・訓練」を挙げる割合がさらに

高まり、「地方自治体、住民等との連携」、「取引先との協力体制」の順位が繰り上

がる。 

・製造業では「取引先との協力体制」、「情報システムのバックアップ」の重要度が高

く、非製造業では「安否確認・通信手段の確保」がより重要との結果になっている 

全産業 製造業 非製造業

順位 順位 順位

従業員の教育・訓練 71% (1) 62% (1) 76% (1)

地方自治体、住民等との連携 40% (2) 36% (4) 43% (2)

防災計画・マニュアルの整備 36% (3) 33% (5) 37% (3)

取引先との協力体制 36% (3) 43% (2) 32% (4)

情報システムのバックアップ 31% (5) 40% (3) 25% (7)

ハードの耐震化・風水害対策 29% (6) 31% (6) 28% (6)

安否確認・通信手段の確保 29% (6) 24% (7) 32% (4)

事業所内の設備類転倒防止策 15% (8) 17% (8) 15% (8)

財務手当 9% (9) 12% (9) 7% (10)

水・食料等の備蓄 7% (10) 0% (10) 11% (9)

防災関連商品・サービスの開発 3% (11) 0% (10) 5% (11)

在庫の積み増し 0% (12) 0% (10) 0% (12)  
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（４） 中央防災会議のガイドライン 

政府中央防災会議の「民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会」の

企業評価ワーキンググループにおいて2005年８月にＢＣＰガイドラインが発表された。 

① 本ガイドラインの特徴8 

(ｱ) 日本企業は、事業継続計画を作っても実際の被害は様々で想定通りの被害にはならず

無駄と感じやすいのではないかとの認識に立ち、はじめに想定する災害として重大な

災害リスクで海外からも懸念の強い「地震」を推奨し、その後、段階的に想定する災

害の種類を増やしていく現実的なアプローチを例示している。 

(ｲ) 既存の資源を活かすこと、知恵を出しあうことを推奨している。 

(ｳ) 今後予想される国際規格化の動きも見据え、対策の方向が合致するよう工夫している。 

(ｴ) 災害発生直後は生命の安全確保、二次災害の防止などを重視し、従来の災害対策との

整合性を確保している。 

(ｵ) 日本企業は、地域との協調、地域貢献、共助・相互扶助などを防災対策に含めてきた。

このような特徴を取り入れて国際的にも発信すべきとの立場に立っている。 

(ｶ) 継続的改善を行うことを推奨している。また、企業全体のマネジメントとして体系的

に取り組むことの重要性を指摘している。 

 

② 本ガイドラインの位置づけ 

本ガイドラインは、わが国企業に対しての事業継続の取組みの概要及び効果を示し、防災

の為の社会的な意義や取引における重要性の増大、自社の受けるメリット等を踏まえて企

業が自主的に判断することを促すものとなっている。 

                                                  
8 事業継続ガイドライン第一版 平成 17年８月１日 企業評価ワーキンググループ 
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【図表２－７】中央防災会議ＢＣＰガイドライン 

中央防災会議
ＢＣＰガイドライン(第一版)

事業継続の取組みの流れ

2.3.1　事業継続計画の対応の実施

2.3.2　文書の作成

　2.3.2.1　計画書およびマニュアルの作成

　2.3.2.2　チェックリストの作成　

2.3　実施および運用

2.6　経営層による見直し

2.5　点検および是正措置

2.4　教育・訓練の実施

2.2.1　検討対象とする災害の特定

2.2.2　影響度の評価

　2.2.2.1　停止期間と対応力の見積もり

　2.2.2.2　重要業務の決定

　2.2.2.3　目標復旧時間の設定

2.2.3　重要業務が受ける被害の想定

2.2.4　重要な要素の抽出

2.2.5　事業継続計画の策定

　2.2.5.1　指揮命令系統の明確化

　2.2.5.2　本社等重要拠点の機能の確保

　2.2.5.3　対外的な情報発信および情報共有

　2.2.5.4　情報システムのバックアップ

　2.2.5.5　製品・サービスの供給関係

2.2.6　事業継続とともに求められるもの

　2.2.6.1　生命の安全確保と安否確認

　2.2.6.2　事務所・事業所および設備の災害被害軽減

　2.2.6.3　二次災害の防止

　2.2.6.4　地域との協調・地域貢献

　2.2.6.5　共助、相互扶助

　2.2.6.6　その他の考慮項目　

2.2　計画

2.1　方針

2.3.3　財務手当て

2.3.4　計画が本当に機能するかの確認

2.3.5　災害時の経営判断の重要性

事業継続の取組みの流れ

2.3.1　事業継続計画の対応の実施

2.3.2　文書の作成

　2.3.2.1　計画書およびマニュアルの作成

　2.3.2.2　チェックリストの作成　

2.3　実施および運用

2.6　経営層による見直し2.6　経営層による見直し

2.5　点検および是正措置2.5　点検および是正措置

2.4　教育・訓練の実施2.4　教育・訓練の実施

2.2.1　検討対象とする災害の特定

2.2.2　影響度の評価

　2.2.2.1　停止期間と対応力の見積もり

　2.2.2.2　重要業務の決定

　2.2.2.3　目標復旧時間の設定

2.2.3　重要業務が受ける被害の想定

2.2.4　重要な要素の抽出

2.2.5　事業継続計画の策定

　2.2.5.1　指揮命令系統の明確化

　2.2.5.2　本社等重要拠点の機能の確保

　2.2.5.3　対外的な情報発信および情報共有

　2.2.5.4　情報システムのバックアップ

　2.2.5.5　製品・サービスの供給関係

2.2.6　事業継続とともに求められるもの

　2.2.6.1　生命の安全確保と安否確認

　2.2.6.2　事務所・事業所および設備の災害被害軽減

　2.2.6.3　二次災害の防止

　2.2.6.4　地域との協調・地域貢献

　2.2.6.5　共助、相互扶助

　2.2.6.6　その他の考慮項目　

2.2　計画

2.1　方針2.1　方針

2.3.3　財務手当て

2.3.4　計画が本当に機能するかの確認

2.3.5　災害時の経営判断の重要性

2.2 計画→重要な議論あり

2.2.1  災害の特定
・複数のシナリオ
・地震なら最低震度５弱は考慮

2.2.2 影響度評価
Business Impact Analysis
ここで重要（コア）業務を決定
・どの機能を生かすか、捨てるか

2.2.3 被害想定
2.2.4 重要な要素の抽出
↓
2.2.5 やっと具体施策の話に

2.2.6 事業継続（BC）とともに…
・営利企業では劣後扱いとなりかね
ないが社会として重要な要素を列挙

全体に；
・マネジメントシステムに準じPDCA
サイクル、経営層の関与を求める

http://www.bousai.go.jp/MinkanToShijyou/guideline01.pdf
中央防災会議
民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会
企業評価・業務継続ワーキンググループ

 
（出所：事業継続ガイドライン第一版） 

（５） 中小企業庁のガイドライン9 

被災地の中小企業の廃業、倒産又は事業中断が広範かつ長期に及べば、地域経済にとっ

て大きな打撃となるのはもちろん、地域雇用の減少による社会不安や治安悪化をも招く。

また、中小企業の事業中断は、当該中小企業だけにとどまらず、サプライチェーンによっ

て全体の生産にも大きな影響を与える。今回のガイドラインは、こうした趣旨を踏まえて

作成されている。 

具体的特徴としては以下の通り。 

① ガイドラインは、身の丈にあったＢＣＰを自力で策定できるような、又、策定 

してみようと思えるような実践的内容とする。 

② 被災中小企業の実体験を反映する。 

③ 欧米の中小企業ＢＣＰ策定指針の分析を参考にする。 

④ ネットでの提供を図り、基本コース、中級コース、上級コースの３コースをもうけ、

時間と労力に応じて選択が可能にする。 

⑤ 実力テスト（チェックリストに回答すれば、被災した場合の自社の対応能力がわか

る）や財務診断モデル（自社の財務状況を入力すれば、災害の応じた被害額や復旧

費用等が推計できる）の内容を含んでいる。 

                                                  
9東京商工会議所 中小企業のための危機管理対策セミナー 平成 17 年 12 月８日 
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（６） ＢＣＰの具体例 

 ＢＣＰの個別内容について特徴的なものをいくつか見てみよう。 

生産拠点の分散など体制を整備している事例として、花王では10年以上前からＢＣＰ

構築をし、少なくとも毎年１回は訓練を行い、計画やマニュアルの見直しを行っている。

主要製品については、生産拠点を東西に分散し、洗剤なら和歌山と川崎というように、一

方が被災した場合でも、応援態勢が取れる体制となっている。主要製品の原材料について

も、２社以上からの購買を原則としている10。 

 地震への対応を図る事例としては、ジャトコ、沖電気、富士通の事例が挙げられる。静

岡県に拠点が集中する自動車部品メーカーのジャトコでは、東海地震に備え、生産設備の

被害を最小限にとどめ、できるだけ早く顧客への製品供給を再開するため、工場の柱やは

りの補強、生産関連サーバーやソフトウェアのバックアップの他県への移転といった対策

を実施している11。沖電気工業では、宮城県の生産子会社に、強い地震の初期微動（Ｐ波）

を関知し、主要な揺れ（Ｓ波）が来る前に有毒ガスの供給を止める新システムの運用を2005

年9月から始めた12。富士通では三重県の工場に、半導体工場では世界で初めて免震工法を

採用している13。 

 物流ルートへの対応としては、自動車部品メーカーの矢崎総業は新潟県中越地震で、同

県内の工場の一部が被災したが、通常使う日本海ルートが寸断されたとの情報を得ると、

最適な迂回路を探し出すノウハウを駆使して太平洋ルートに切替える対策をうった14。 

 取引先との連携を図るものとしては、大成建設が顧客企業の支援に原則として48時間以

内に出向くという目標を設定している。被災直後は社員や家族の案否を確認し、社長を総

本部長とする災害対策本部を設置し自社の業務を復旧する。その後、顧客の支援に軸足を

移す。技術系社員を派遣し、被災状況を調査するほか、ビルや工場の復旧計画の相談を受

けたり、同計画を共同で策定する。顧客の被災対策に、同社のＢＣＰの取り組みを盛り込

むことを要請している15。 

既述の通り日本におけるＢＣＰ策定企業の割合は 7.9％、策定中が 15％にとどまってお

り、ＢＣＰの策定要因や企業への浸透度はまちまちの状況である。策定の要因は、当初、

災害やテロの教訓が多かった。その後、取引先や株主からの要請、そしてＩＳＯへの対応

へと変化した。一部の企業ではこうした受動的な要因ではなく、ＩＲ、ＣＳＲといった戦

略的な活用、差別化要因としての活用が始まっている。一方、企業内への浸透度に関して

は形式的な策定から始まり、全社的な対応へと進化する。次の段階で現場への浸透が図ら

れＰＤＣＡに基づいた改善が行われる。更に、サプライチェーンへの拡張へと進んでいく。

                                                  
10 エコノミスト 2004年 12月７日号 地震と日本経済 
11 日経産業新聞 2005年７月 19日 
12 日本経済新聞 2005年９月 1日 
13 日本経済新聞 2005年９月 1日 
14 静岡新聞 2005年８月１日 企業減災 リスクに強い社会へ 
15 日本経済新聞 2005年 11月８日 
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BCPのレベル
策
　
定
　
の
　
要
　
因

企　業　内　へ　の　浸　透　度

災害・テロ等の教訓

取引先・株主等からの要請
ISO・当局からの要請

IR・CSR等戦略的な活動

形式的 全社的・
内容の深化

現場への浸透
（PDCAの確立）

サプライチェーン
への拡大

ＢＣＰのレベルは、これらの段階によって把握することができる。（図表２－８） 
 

      【図表２－８】ＢＣＰのレベル 

 

 

２． ＢＣＰに関する海外の動向 

（１） 英国の動向 

英国ではＢＣＩ（Business Continuity Institute：事業継続協会）が中心にＢＣＰの普

及を進めている。ＢＣＩはＢＣＭ（Business Continuity Management：事業継続マネジメ

ント）のガイドライン策定、ＢＣＭ専門家の要請等を目的に 1994 年に設立され、世界 45

カ国に約 1,650 人の会員を持つ会員制組織で、欧米各国に加え、アジアでは香港、シンガ

ポール、タイ、日本に拠点がある。 

ＢＣＩが 2002 年に作成した「事業継続管理のための指針」では、ＢＣＭを確実に行うた

めに、ＢＣＭのライフサイクルを掲げており、①事業の理解、②ＢＣＭ戦略の構築、③Ｂ

ＣＰの構築及び実行、④ＢＣＭ文化の構築及び浸透、⑤ＢＣＭ実行・更新および監査から

なる 5段階の連続循環プロセスにより、ＢＣＭがより強固に実施できることを想定してい

る。同指針はＢＳＩ(英国規格協会)のＰＡＳ5616となっており、コンセプトや具体的な手

法等が統一されていないＢＣＭにおいて、世界ではじめて包括的な概念を提示したものと

なっている。 

日本国内では、2003 年 12 月にインターリスク総研が日本支部として認定を受けたこと

を契機に、ＢＣＩジャパンアライアンスが設立され、企業、官公庁、大学などの研究機関

へ、ＢＣＭに関する情報発信など普及・啓発活動を行っている。 

                                                  
16 Publicly Available Specification：正式規格発行前に暫定的に発行される技術的には合意されたことを
示す規範的な文書 
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（２） 米国の動向 

 米国においては 1960 年代からコンピュータ周りをいかに守るかというディザスター・
リカバリー・プラン：（ＤＲＰ）の観点でスタートした。その後ＤＲＰだけでは企業全体を

カバーすることができないという認識からひろがった。1988年にロサンゼルスで起きたフ
ァースト・インター・ステートバンク本社ビルの火災の際、大方の予想に反し、銀行は翌

日から営業を再開した。このことが銀行の評価を高めその後の預金量の増加に繋がった。

これを機にＤＲＰからＢＣＰへの発想の転換が起こった。同時多発テロの際には、バンク・

オブ･ニューヨークはバックアップセンター同士の距離が近かったため、双方が被災し、シス

テムが停止し、資金繰りや流動性資金の確保が難しくなるおそれがでた。モルガン・スタ

ンレーは同時多発テロを契機にニューヨークの中心部に集中している体制を見直し、一部

施設を売却し、郊外にある元テキサコ本社ビルを購入する等の対策をとった17。コンピュ

ータ 2000 年問題や 2001 年 9 月の同時多発テロの教訓によって米国企業のＢＣＰはレベ
ルアップが図られている。 
また、ＢＣＰに関する人材育成に関しては、ＤＲＩＩ（Disaster Recovery Institute 

International ）というビジネス継続管理者の認定制度を扱う団体が 1988年に設立され、
現在までに約３千人の認定を行っている。 
 
３． ＩＳＯの動向 

ＢＣＰに関してもＩＳＯでの議論が始まっている。セキュリティの視点から既存の国際

標準の見直しをするため、米国のイニシアティブで開かれたセキュリティ高級諮問グルー

プ会議を経て、2005 年 2 月のＴＭＢ会議（技術管理評議会）において、既存の国際標準を

見直し、新たなセキュリティ関係の国際標準を策定することが決議された。米国のＮＦＰ

Ａ1600 や英国のＰＡＳ56 の標準を中心に、国際ワークショップにおける取り決め（ＩＷ

Ａ：International Workshop Agreement）で国際標準化が計画されている。 

2005 年 9 月の ISO 総会ではＰＡＳ56 やＮＦＰＡ1600 に加え、日本のガイドラインの紹

介が行われた。2006 年 4 月に IWA（International Workshop Agreement）会合が開催され

る予定である。IWA は参加国にのみに有効であるが、将来的には規格化に向けて議論が更

に進むものとみられ、ＩＳＯは 2008 年頃の発効を目指している18。 

米国、英国以外にシンガポールなどもＢＣＰへ取り組みを進めている。図表２－９は各

国規格の一覧である。 

                                                  
17 新社会システム総合研究所 ＩＴとＢＣＰとリスク管理 川端信正氏、鈴木泰氏資料より 
18 中央防災会議 基準認証ユニット資料より 
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【図表２－９】各国規格一覧 

規 格 名 作 成 者 概 要 
ANSI / NFPA1600 米国規格協会 1993年 NFPA(米国防火協会)が策定 
Interagency White Paper
（ＢＣＰ白書） 

米連銀･米証券取委･ 
米通貨監督庁 

2003年 4月米連銀･米証券取委･ 
米通貨監督庁が共同で策定 

BSI /PAS56 英国規格協会 
2003年 BCI策定のガイドラインを元
に国内標準化 

SS507 シンガポール規格協会 2004年シンガポール標準協会が策定 
TR19 シンガポール規格協会 2005年シンガポール標準協会が策定 
出所：ビジネス継続啓発セミナー＆D-PAC プロジェクト「事業継続に関する国際標準化の動きについて」 

江藤学氏 経済産業省 経済産業政策局 基準認証ユニット 工業標準調査室長資料より作成 
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Ⅲ．ＢＣＰ普及に向けての課題 

 今後、日本企業に対するＢＣＰの普及に向けての課題を作成上の課題、インセンティブ、

効果の検証、ＩＳＯへの対応、人材育成とＢＣＰ文化の共有それぞれの観点から整理して

みる。 

１． ＢＣＰ作成上の課題 

（１） 経営層の判断 

 ＢＣＰは従来の防災対策と異なり、事業の優先度を定め重要業務を選定しなければなら

ない。ＢＣＰの策定はまさに経営と直結しており経営層の関与が不可欠となる。米国の先

進企業ではＢＣＰを単なる事業継続の手段から企業全体の運営の中に位置づけている。Ｂ

ＣＰから企業全体のマネジメントにまで広げた事業継続管理（ＢＣＭ）を目指すことが今

後の課題である。 
 
（２） 柔軟な計画の策定 

 ＢＣＰでよく聞かれるのは、「前提となるインフラの復旧見込み、工場が立地している地

盤等のデータがないので、事業影響度評価（Business Impact Analysis:BIA）ができない」、 
という意見である。BIAを完璧に行おうとして前に進めないケースが多い。しかし事業の
影響度評価をどんなに正確に実施しても、必ずしもその通りのシナリオが起こるとは限ら

ない。ＢＩＡはある程度の割り切りをもって前に進めることも重要である。ＢＣＰで重要

なことは、これを策定する過程で自社の弱点を見つけ大きな損害の発生を防ぐことにある。

また、「お金がないからＢＣＰの作成ができない」という意見もある。しかし、お金を無尽

蔵にかけて対策を行うことがＢＣＰではない。事業継続にとって有効な手段に順位付けを

行うことが重要となる。 
 
（３） 費用対効果の点 

 ＢＣＰの策定は費用対効果を考慮して進めるが、その方法は期待値の計算だけにとどまらず、

経営戦略上、必要不可欠なものを行うという別の視点も必要である。更に、ＢＣＰの策定は単なる

緊急時に備えるための手段だけには終わらない。ビジネスプロセスの可視化を図ることで、より良

いビジネスプロセスの構築につなげることが可能となる。 

 

（４） サステナブルＢＣＰの構築 

 ＢＣＰは策定して、教育訓練を経て継続的な改善をしてこそ意味のあるものとなる。机

上訓練はもとより実際の業務を想定した訓練も必要である。こうした改善の繰り返しによ

ってサステナブルなＢＣＰが構築される。 
 
（５） 地域やサプライチェーンとの連携 

 自社だけでＢＣＰは完結できない。サプライチェーンはもとより地域にある他の企業、

更には自治体も含めた形でＢＣＰの構築を図ることが次のステップとして重要である。 
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【図表３－１】ＢＣＰレベルのチェックポイント 
 

災害テロの教訓 
株主・取引先の要請 
ＩＳＯ・当局の要請 

作 

成 

の 

要 

因 

戦略的活用（ＢＣＭ） 
社内の浸透 
トップの関与 
ＰＤＣＡの確立 
社内教育 

企 

業 

内 

へ 

の 

浸 

透 

ＢＣＰ文化の共有 
サプライチェーンへの拡大 
業界との連携 

連 
 

携 地域との連携 
 
 

２． ＢＣＰ普及のインセンティブ 

ＢＣＰ普及へのインセンティブとしては、例えば、公共事業発注の入札条件にする、策

定企業の保険料を低減する等の対策だけではなく、企業としてＢＣＰを作成していること

を社会環境報告書をはじめ、様々な形でアピールしていくことが、市場の評価を通じて企

業価値の向上につながる点が期待できる。今後、社会的責任投融資（ＳＲＩ）等における

企業の評価項目の１つとしてＢＣＰ策定の有無が入ってくるであろう。 
日本政策投資銀行が 2006 年度から開始する防災格付融資は、企業の防災への取り組み
を評価して金利に差を設ける制度であり、ＢＣＰの策定が評価項目の重要な位置を占める。 
また、成功事例、失敗事例の蓄積や業界団体における知識の共有を進めることが実務上

は普及に大きな役割を果たすことになろう。 
 
  



 20

日本政策投資銀行

「防災に対する企業の取組み」
自己評価項目表

融資対象外

企業

未達

(1)～(4)に加え、(5)または(6)を満たすこと

(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定

(2) 生命安全確保策の整備

(3) 施設安全策及び設備の状況把握

(4) 教育・訓練の実施

(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備

(6) 点検・見直し体制の整備

以下から４つ以上を満たすこと

(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応

(9) 重要業務のバックアップ体制整備

(10) 地域連携の実施

(11) サプライチェーンにわたる防災対応

(12) 情報公開・社会貢献への取組み

必須・基礎項目を中心とする要件
基礎・推奨項目を中心とする要件

融資対象事業

● 計画・マネジメント （ＢＣＰの作成 等） ● 施設減災対応 （耐震診断・改修 等）

● 生命安全確保 (二次災害防止策 等） ● バックアップ体制整備 （情報系 等）

対象事業費
の50％まで

中央防災会議
（内閣府）

【政策金利Ⅰ】

既
存
の
防
災
の
取
組
み

新
規
の
取
組
み

合格

合格

準拠した独自
評価システム

【政策金利Ⅱ】

融
資

【図表３－２】防災格付融資の概要 
 

 

 

  

３． ＢＣＰの効果の検証 

 新潟県中越地震をはじめ、ＢＣＰの発効事例が積み重ねられている。今後は、企業の作

成へのインセンティブとしてＢＣＰの実効性についての検証を進める必要があろう。ＢＣ

Ｐの効果を検証していく前提としては、防災会計をはじめとしたデータの収集が不可欠と

なり、防災会計の議論の進展が期待される。 

 

４． ＩＳＯへの対応 

 既述のとおりＢＣＰにおいてもＩＳＯでの議論が進んでいる。規格化されると国際的な

取引条件となる可能性が強く、企業の評価にも大きな影響力を持つ。欧米主導で規格化が

進むと、日本企業が実施している地震対策などがほとんど評価されず、テロ対策を念頭に

おいた規格となり日本企業に無用な負担を強いることが懸念される。規格化における議論

では各国の文化的な背景の違いもある。日本においては地域との連携や緊急時には資本関

係などのつながりがないケースも含め、企業同士が連携することで非常時を乗り切った成

功例が多数見受けられる。こうした成功例は海外に向けても積極的にアピールしていくべ

きである。海外の手法で学ぶべき点は日本に導入しつつ、地震災害など日本にとって影響

が大きい分野については、日本の立場を明確にしていくことは重要であろう。 
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５． 人材の育成とＢＣＰ文化の共有 

 米国においてはＤＲＩＩのようなＢＣＰ関連の人材を育成する機関が活動を行っている。

日本においてもＢＣＰを扱うプロフェッショナルの育成もＢＣＰ普及には欠かせないであ

ろう。 

 企業において事件、事故は必ず発生するものであり、それを前提にビジネスプロセスを

組み立て、更にＰＤＣＡサイクルによって見直しを行うことが必要となる。ＢＣＰの作成・

実行は単なるコスト要因ではなく、作成・改善を通じてビジネスプロセスの強化につなが

るというＢＣＰの文化を企業内に定着させることが大切となる。 
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取引先

信用

ブランド

人的資本 関係資本 構造資本

財　　務

ＢＣＭ

人材

文化

特許

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ

Ⅳ．事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の構築 

従来の企業評価では、財務を中心とした企業価値の測定が主流を占めていた。しかしな

がら、昨今では、企業の資産の時価総額に占める無形資産（知的資産）19の割合が大きく

なっており、企業評価に際して知的資産は、企業の将来性を見定める上で無視できない状

況になっている。今後は、企業が、知的資産をどのように戦略的に活用し、知的資産をど

のように企業価値として顕在化させるかが重要となる。金融機関等からも、これらの知的

資産をどう評価していくかが、企業評価にあたり重要性を増してくる。その中には環境、

ＣＳＲ、防災の分野において企業のマネジメントを評価しようとする検討が進んでいる。

例えば、ＣＳＲの分野においても社会的責任を果たす企業は各ステークホルダーからも信

頼を得ることで企業価値の向上につながる。ＣＳＲを企業経営の中に的確に位置づけるこ

とは、企業にとって知的資産といえるものである。 

現在の財務諸表は、リスクに対するエクスポージャーは必ずしも含まれたものになって

いない。企業の事業収益率にこうした要素を折り込むと収益見込みは低下するといわれて

いる。ＢＣＭはリスク面から見た企業の知的資産であり、今後ＢＣＰを作成したことによ

るリスクの削減効果を企業の事業リスク改善に反映させていくことができる。こうした意

味でＢＣＭはまさに知的資産の中核をなすものとなる（図表４－１）。 
 ＢＣＰはＩＴまわりへの対応から始まった概念であり、業種的にもインフラ系企業や金

融関係が中心であったが、現在では業種の枠を超えて広がりつつある。更にＩＳＯでの規

格化の議論が始まっており、この１～２年で企業は対応を求められる可能性が高い。今後、

ＣＳＲやコーポレート・ガバナンスの議論を経て、企業価値の向上につながるという意味

において、企業経営にとって不可欠な位置を占めていくであろう。 

 
【図表４-１】ＢＣＭの位置付け 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
19 知的資産は特許権といった知的財産権だけでなく、ブランド、ビジネスモデル、人材など企業の目に
見えない資産（インタンジブル）すべてを含むものである。 
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Ⅴ．米国におけるＢＣＰの動向20 

１． 危機管理における官民連携 

（１） はじめに 

人材、プロセス、データ、技術、設備といった事業遂行に不可欠な資源をすべて最適な

状態に保ち、万一の場合にも事業を再開できるようにしておくという事業継続（BC）の考

え方は、あらゆる規模の組織にとり、ますます現実的な問題となってきた。今日の事業環

境における弱点は、IT セキュリティーの異常や停電だけでなく、2005 年 8 月にメキシコ湾

岸を襲ったハリケーン「カトリーナ」、2005 年 7 月にロンドンで起きた連続爆破テロ、2004

年 12 月にインド洋で発生した大地震と津波、更には 9.11 同時多発テロなどの大災害でも

さらけ出された。甚大な被害を及ぼす事象の多発を受け、企業は BC 戦略の質的な再検討と

強化を迫られている。 

 

（２） 米国の危機管理体制 

最初に、米国の危機管理体制について概観してみよう。2003 年 1 月に創設された国土安

全保安省（DHS）は、省庁横断的にテロ、災害、警備など幅広く危機管理を担当する。その

中で、応急対応、準備、復旧については連邦危機管理局（FEMA）が担当である。FEMA は、

ワシントンＤＣにある本部と地域事務所から構成される。連邦、州など複数の組織をつな

ぐものとして危機管理のための標準化システムである全米被害管理システム（NIMS）が設

けられている。NIMS を企業や州、郡等が共通の枠組みとして利用することで被害の軽減を

目指すシステムである。また地域事務所は州、郡と連携して危機管理にあたっている（図

表５―１）。 

                                                  
20 この調査の目的は、米国における現状の BC実践動向を探ることにある。調査は官民の組織とのイン
タビューを通じて行ったが、場合によっては、回答者の氏名と所属を伏せ、情報を匿名で扱っている。発

言内容は回答者自身の経験に基づいており、所属組織の見解を必ずしも代表しない。一般の報道記事から

も情報を集めた。回答者の業界が多様であったため BC計画を作成中というものから、すでに先進的な実
践を行っているものまで、広範囲の BC経験を反映するフィードバックが得られた。 
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【図表５-１】米国の危機管理体制 

国土安全保証省（ＤＨＳ）

全米被害管理システム
（NIMS）

地域事務所

州、郡

・カリフォルニア州で開発された
　緊急指令システム（ICS）
・地域の第一者（警察・消防・
　危険物処理班・医療)
　のためのガイドライン

2007年度までに
導入を要請

連邦危機管理局（FEMA）

【応急対応・準備・復旧】 【国家警備・シークレットサービス・沿岸警備】

評価

全米緊急管理基礎能力
保証プログラム
(NEMB-CAP)企業

活用

連携

対応  
 

その中で、自然災害に対する政府の関心については一貫して低下していると指摘されて

いる。特に、9.11 同時多発テロは、自然災害に対する備え、被害軽減のための対策、更に

は災害発生時の対応と復興計画に、大きなマイナスの影響を及ぼすことになった。問題の

多くは、2003 年 1 月の国土安全保障省（DHS）創設と、2003 年 3 月の連邦緊急事態管理局

（FEMA）の吸収に端を発しているとする向きも多い。更に昨今では、FEMA を災害の軽減・

対応管理機関から単に対応・復興を中心とする機関に格下げすることで、ブッシュ政権が

その実効性を損なっているのではないかという議論がある。政府の資金が国土安全保障の

ための予算に流れる中で、国全体の優先課題が国防と国家安全保障の問題に絞られてきた。

連邦議会が出した数字を見ると、州や地方の防災と緊急対応の支援も担当する FEMA が支出

する助成金の額は 2003 年以来、8億ドル以上も削られ、これが準備・計画策定機能を担う

国内テロリズム対応室（Office for Domestic Preparedness）に回された21。政府のテロ

対策重視が他の災害に対する備えに影響し、国内の災害・緊急事態管理がおろそかになっ

ている構図が浮かび上がる。22これについては、FEMA を DHS から解放し、閣僚級機関とし

                                                  
21 David Rogers and Gary Fields, “Already Under Scrutiny, FEMA Is Now In The Spotlight,” The 
Wall Street Journal, August 31, 2005. 
22 ワシントン州キング郡緊急事態管理室長は、ロサンゼルス・タイムズ紙に対し、次のように語ってい
る。「9.11以前、75％以上の時間は地震をはじめとする自然災害に対する計画、訓練、演習に充てられて
いたが、今ではたったの 25％だ。残りの時間は国土安全保障関連の補助金の運用に充てられている。」 
Nicole Gaouette, “A Diminished FEMA Scrambles to the Rescue,” Los Angeles Times, September 1, 
2005. 
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ての地位を回復させるのが妥当であるという意見もある。 

地震、テロ攻撃、コンピュータウィルス、停電など、断続的に発生する天災、人災、大

事故に対処するための資金を配分するうえで、連邦政府が課題の一貫性とバランスを改善

する必要がある。米国における震災関連政策の大きな変化はすべて、具体的な事象への対

応として生じてきた。例えば、1971 年のサンフェルナンド地震で大病院に被害が及んだこ

とを受け、1973 年に制定された病院法（Hospital Act）は、病院の耐震建築基準を引き上

げた。災害・緊急対策の立案に関する戦略を維持し、これをリスク動向に照らして断続的

に再評価することが依然として大きな課題である。 
 
（３） 全米危機管理システム（NIMS）について 

危機管理システムの中心である緊急指令システム（ICS）とそれを発展させた全米危機
管理システム（NIMS）について紹介する。緊急指令システム（ICS）は 1970 年代前半、
カリフォルニア州で起きた山火事による大きな被害23がきっかけとなり開発されたもので

ある。ICSの創設目的は組織面での緊急対応体制、互換性のある通信手段、指令系統の明
確化、機関間での用語統一等に取り組む連邦政府、州政府、地方政府および民間に共通の

システムを作ることにあった。個別組織の責任をベースとするのではなく、緊急時の対応

を機能的に組織するシステムが重要である。政府の立場から見ると、民間企業の組織体制

が ICSと似ていれば、それだけ予見可能性が増すことになる。 
2004 年 3 月、全国的な被害管理アプローチ「全米被害管理システム（NIMS）」が誕生
した。このいわゆる連邦型 ICS 計画は、既存の ICS をはじめ、現在ある成功例を取り入
れるために設けられた。NIMSは、あらゆるレベルで官民が接触、協力し、国内の被害を
管理できる枠組みを提供することを目指している。 
現在、連邦レベルでは、国内での被害に対応する政府機関について、NIMSの実施が要
求され、2006 年度までに、NIMS への対応を義務づけられている。また、州政府と地方
政府に対しては、2007年度までに NIMSを取り入れることが要求されている。 
義務づけられた標準的評価方法はないが、FEMAは 2003年 1月、運輸省、環境保護庁、

国際危機管理協会（International Association of Emergency Managers）等からなる独立
の非営利組織「緊急管理認定プログラム（EMAP）」との連携により、「全米緊急管理基礎
能力保証プログラム（NEMB-CAP）」を発足させた。この総合的評価プログラムは、米国
の緊急事態対処能力の標準的尺度を確立し、あらゆるレベルで緊急対策関係者を援助しよ

うとする取り組みの１つである。NEMB-CAP は、州と地方の緊急管理プログラムを自主
的に認定するプロセスであり、その目的は、州、地方政府が全国的基準への適合を認識し、

問題の改善に注力することにある。FEMAからのこれに対する助成金支給は 3年目を迎え

                                                                                                                                                  
http://www.latimes.com/news/nationworld/politics/la-na-fema1sep01.1.7749651.story?coll=la-news-po
litics-nationalに掲載。 
 
23山火事による被害額は 1日あたり約 1,800万ドルに上った。 
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ており、2005年度末までには、全 50州の評価が完了することになっている。 
州が独自に利用する評価方法としては、「全米被害管理システム能力評価支援ツール

（NIMCAST）」もある。インターネットを使った自己評価ツールであり、州・地方機関と
管轄区域が NIMSで確立された要件に照らし、自らの能力と適合度を判定できるように作
られている。2006年度からはインセンティブとして、州と地方に対する連邦からの防災助
成金額は、NIMSへの適合度に応じて決定されることになる。 
また、これ以外にも米国中小企業庁は被災した企業を援助するため、多様な融資プログ

ラムを提供している。 
 
（４） 地域レベルの取り組み 

次に地域レベルの取り組みをカリフォルニア州の事例を中心にみてみる。州・市等の公

的セクターと企業をつなぐ存在として様々な NPO・NGOや市民防災組織や業界団体など
が存在する。 
緊急対策のための産業協議会（BICEPP）は 1983 年、民間の組織として設立され、後

に非営利法人となった。BICEPPは政府機関によって設立されたが、それ以降は常に、公
共セクターからの助言と指導を受けながら、民間主導で運営されてきた。その任務は、民

間における防災と緊急対策に関し、ネットワーク作りの場を提供することにある。 
BICEPPの事業収益は年間およそ 2万～2.5万ドルに上るが、これは会員料、セミナー
およびその他の活動によるものである。さらに、会員組織からのサービスによる現物支給

や寄付金もある。例えば、後援会員あるいは企業会員となっている組織が、各種イベント

等の資料や招待状を送付することや、セミナー講師を州知事緊急対策室（ＯＥＳ）が手配

することがある。また各月の理事会会合も会員組織の施設で開かれている。 
他の組織との関係としては、自主防災組織であるコミュニティー緊急事態対策チーム

（CERT）との協力があげられる。CERTは、1985年にロサンゼルス市消防局が策定した
構想に端を発する組織である。FEMA、防災研究所および消防大学校は、あらゆる災害に
当てはまる防災対策に関する教育と研修を行うために CERT の構想を採用、拡充した。
CERTを発足させる地域団体には、政府から助成金が支給されることもある。BICEPP会
員企業の中には、全社的防災プログラムに CERTを導入したものが多い24。 
ロサンゼルス市消防局のプログラムのスポンサーとして、BICEPPは 2003年に「CERT

教官研修」コースを開催したが、更に 2005年あるいは 2006年にもコースの開催計画があ
る。2001年と 2004年には「BICEPP緊急対応チーム・チャレンジ」の後援も行った。こ
れは、官民のチームが CERTの専門能力を競うというイベントである。 

BICEPPはまた、OES、ロサンゼルス郡危機管理室、ロサンゼルス市緊急対応局などの
公共機関との間で、各種プログラムやワークショップ、セミナーを多く共催している。更

に米国赤十字緊急ネットワーク・ロサンゼルス支部（American Red Cross Emergency 

                                                  
24 BICEPPのロバート・リー常任理事 
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Network Los Angeles）などの NGOとの協力もある。 
これ以外に緊急ネットワーク・ロサンゼルス（Emergency Network Los Angeles）は、

非営利地域団体の連合体であり、政府機関や民間と調整をとりながら、緊急事態や災害に

見舞われた個人、家族、組織に援助を提供している。 
BICEPP をはじめとしたこれらの機関は、各組織間の取り組みの調整や、BC 計画にお
ける成功例や戦略を共有することにより、官民の連携を強化する。多様な産業に属する幅

広い組織が協調的取り組みを行えば、独自のばらばらな取り組みよりも早期に効率的成果

が得られる可能性が高い。 
 

【図表５－２】地域レベルの危機管理体制（カリフォルニア州） 

公助

共助

自助

カリフォルニア州知事緊急対策室
（OES）

ロサンゼルス郡危機管理室

ロサンゼルス市緊急対応庁

ＮＰＯ・ＮＧＯ
（例）緊急対策のための産業協議会（BICEPP）
　　　緊急ネットワークロサンゼルス

市民防災組織
　コミュニティ緊急事態対応チーム
　　　　　　　　（CERT）

公益事業緊急協議会（CUEA）

企　業

調整

協力

調整

調整

設立

プログラ
ム導入

セミナー実施

ロサンゼルス市消防局

 
 

２． 米国のＢＣＰの概要 

（１） 先進的な事業継続アプローチ 

BC は、自然災害等の不慮の混乱が社会経済、政治、環境に影響を及ぼしても、不可欠
な事業活動を確保するために必要な方針と手順を開発、実施する継続的プロセスである。

これは従来、企業の取り組みとしては目立たぬ存在であったが、政府、投資家、顧客、取

引先、競合他社、従業員、学界、コミュニティー等の重要なステークホルダーは、今日の

リスクの大きい環境の中で、企業の存続可能性と評判を厳しく評価するようになった。こ

の意味で、BCとコーポレート・ガバナンスとの関係も強くなっている。 
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それでも、AT&Tの委託による最近の調査によると、回答企業 1,200社のうち、約 3分
の 1は BC計画がまったくないと答えている。過去 1年間に計画の見直しを行っていない
とした企業も全体の約 4分の 1に上ったほか、同じ期間中に計画のテストを行っていない
と回答した企業もほぼ同数あった。また、災害復旧計画をテストしたことがないとする企

業も 17％に及んだ。一般的にはＢＣＰの策定が進んでいるといわれる米国企業においても、
今後、中身については改善すべき点も多く、それを怠れば、長期的な競争力の喪失につな

がりかねない。 
また、一律の法的規制だけではコーポレート・ガバナンスを改善できないという認識の

高まりは、先進的な企業が BCなどにより競合他社との違いを明確にしようとするインセ
ンティブにつながるであろう。近時の BCに対する関心の高まりは、コーポレート・ガバ
ナンス等の規制にのみに起因しているのではない。不測の事態に対する連邦政府の備えが

不十分であることから、社会がその認識を基に行動し、政府に頼らない自助努力による対

応が求められる。その達成は、官民の連携やネットワークを作り上げ、政府、民間、組織、

コミュニティー、学界間の協力と連帯を確保することにより可能性が高まる。 
Deloitte & Touche LLP は、一連のリスク管理サービスの一環として「事業継続管理
（BCM）」サービスを提供しているが、これは最近の 30～35 年間に目覚しい進展を遂げ
てきた。同社では米国全土はもとより、外国にも専門職員を常駐させ、グローバルな顧客

への対応を可能としている。また、同社のコンサルタントは、米国を本拠とする DRII25の

認定を受けている。 
持続可能な BCMプログラムには、下記の行動段階がベースとされる。 
分析 

 現状評価：組織の不測の事態に対する備えの現状を評価する。例えば、最先端の事例
としては、幹部の積極的な関与、第三者との事業継続関連契約、事業単位・IT・設備・
部外者をすべて巻き込んだテストの実施、などについて評価をおこなう。 

 リスク評価：人材、プロセス、IT、記録、設備などに影響する、事業活動の継続に対
する潜在的なリスクを評価する。 

 ビジネス・インパクト分析（BIA）：さまざまなダウンタイムを伴う長期の事業中断に
よる財務、事業活動および規制上の影響を分析する。 

 
計画策定 

 ガバナンス：リスクに関する洗い出し、評価、優先順位づけ、および管理統制には、
経営幹部が積極的に参画する。さらに経営幹部は、方針の策定、重要な事業活動の優

先順位づけ、十分な資源と人材の配分、監督の実施、計画の承認、テスト結果の審査

などに対して責任を持つ。 
 実施可能な復旧戦略：混乱を予期し、影響を緩和し、重要な事業活動の復旧を迅速化
するための戦略を立てる。計画はダウンタイムを短縮し、通常の業務を回復すること

を主眼とする。地理的集中リスクを極小化するため、主力チームと代替チーム、継続

                                                  
25 Ｐ１６、 付録 Bを参照。 



 29

的ビジネス機能を取り込んだ二重目的設備、分散型の復旧能力（復旧能力のみを備え

た「ダークサイト」を作らない）、余剰サービスおよびバックアップ能力を洗い出す。 
 手順：従業員の役割、責任、行動を反映する文書を作成する。設備、プロセス、人員
および技術の復旧のための計画を作り、これを常に維持する。 

 
実施 

 実施に向けての確認：自社に留まらずサービスを提供する第三者、取引先、公共セク
ター等を BCM計画に統合する。 

 研修とテスト：組織全体の人員の研修と教育に加え、計画を全社で統合して演習、テ
ストし、日常的に見直すことにより、実効性を確保する。 

 事後的な見直し：事業継続確保のために BCM能力の見直しと高度化を行うとともに、
現状のビジネス環境とリスクを反映すべく、組織・情報システムを改変する。 
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（２） 米国における BC トレンド概観 

今日のグローバル環境において、大規模なビジネスの混乱が頻繁かつ大規模に生じ、深

刻なコストをもたらしている。不測の事態に備える計画は、単なる IT 中心の復旧アプロ
ーチの域を越え、人材、業務、技術、建物、インフラ、さらには提携先や取引先をはじめ

とするビジネス上の関係者を含めた事業遂行に必要不可欠な資産の防災態勢、被害軽減に

より企業の防災力を向上させる総合的な計画へと変化している。不測の事態に対応するリ

スク管理の文化は、事後対応型の短期的戦略から、事前の長期的戦略へと、その姿を変え

つつある。 
単なる防災計画は、災害がめったに起こらないことを前提として、組織は万が一災害が

発生した場合の復旧に備えればよいというものである。一方、事業中断のリスク管理は、

災害が予測不能だとしても、実際に起こるものであることを前提として、これらの災害に

対応して事業活動を継続する能力をマネジメントのプロセスとして組み込むという考え方

である（図表５－３）。 
 

【図表５－３】事業継続管理への考え方の変化 

従来 今後

経営者の対応 適切な注意 積極的な関与

組織内の責任レベル 中間管理職 幹部

測定の根拠 歴史的、経験的 未知の潜在可能性と頻度

要求事項 復旧に要する時間、日数… 継続的稼働

認識 低い 高い／鋭い

優先度 低い：結果論 高い設計配慮

焦点 技術 人材、プロセス、技術

計画／プロセス 事後対応型 総合的予防型

コスト 別建て、極小化 織り込み済み

取引先 固有の信頼 信頼するが検証

保険 可変保険、低保険料
保証限定、高い免責金額と保険料を
抑える  

出所：Copyright 2005 Deloitte & Touche LLPより作成 
 
危機に対する備えは、災害復旧（ＤＲ）から事業継続計画（ＢＣＰ）、更には事業継続管

理（ＢＣＭ）というより総合的なアプローチへと進展している。米国においてはＢＣＰが

管理的な要素を含んだもとのして幅広く使われているが、ＢＣＰの中でも能動的なアプロ

ーチをＢＣＭとして分類する26。 
 

 

                                                  
26 米国ではＢＣＰはマネジメント的な要素が当然含まれている意味で使われる。一方、英国ではマネジ
メントを含んだものとしてＢＣＭが一般的使われ、ＢＣＰは単なるプランそのものを指す。 
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【図表５－４】事業継続の進展 

90年代終盤 00年代序盤 00年代中盤

WTC爆破
ビショップゲート
爆弾テロ

80年代終盤 90年代序盤 90年代中盤

東京地下鉄サ
リン事件
オクラホマの
爆弾テロ

90年代終盤の
テクノロジー・
ブームと好況に
より、標準的ビ
ジネス実践と
なったBCへの
関心は薄れる。

9.11は、リスク軽減計
画により、これまで想
像不可能だった事象
への対応が必要なこと
を浮き彫りに。経済停
滞に伴い、BCは必然
的に進展。

80年代半
ば、企業のメ
インフレー
ム・コン
ピュータ依存
度が高まる
中で、DRは
企業の課題
に。

リスクの軽減に
より事前のアプ
ローチが必要
な事が明らか
になるにつれ、
DRへの関心は
下火に。

90年序盤から
中盤にかけ、テ
ロ攻撃が頻発。
企業はDRがリ
スク軽減に効
果のないことを
実感。BCが登
場。

9.11

災害復旧（DR） 事業継続計画 事業継続管理

組
織
の
リ
ス
ク
軽
減
重
視
度

タワーグループ試
算：北米セキュリ
ティー業界の企業
防災力関連支出は
2001年の6億3,300
万ドルから2003年
には10億ドルへ。

 

出所：Copyright 2005 Deloitte & Touche LLP 
 

ＤＲ、ＢＣＰ、ＢＣＭの特徴と解決の方法を整理すると以下のようになる（図表５－４）。 

 
【図表５－５】ＤＲ，ＢＣＰ、ＢＣＭの特徴と解決の方法 

災害復旧（DR） 事業継続計画（ＢＣＰ） 事業継続管理（BCM） 

特
徴 

 緊急事態への対応  受動的 

 規制対応 

 経営資源の保護 

 能動的 

 差別化要因 

 ERM（企業経営リスクマネジメント）

 ビジネスモデルの改善 

解
決
の
方
法 

 

 緊急事態でアプリケーショ
ンを作動させるためのデー

タ復旧と代替的機器の提

供。 

 危機後の運転設備の復旧。 

 

 余剰設備に依存する単一リスク

管理ソリューション。 

 事業運営を含み、DR（災害復旧）

より適用範囲が広いソリューシ

ョン 

 

 必要なリスク軽減のレベル、実際に直

面するリスク、リスク軽減のコスト等

の要因を考慮。 

 適切な防災力強化ソリューションを

適切な事業と組み合わせる。 

 多種多様なリスク軽減ソリューショ

ン。従来型の継続性は単なる 1つのオ

プション。 

出所：Copyright 2005 Deloitte & Touche LLP 等より作成 

 
次に、米国企業に対する BCP の規制やガイドラインについて概観してみる。企業全般
に対しては、サーベインス・オクスリー法（ＳＯＸ）が適用される。同法は、BCPそのも
のの規制ではないが、企業に対しては内部規制という観点からデータや書類の保全などが
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求められる。一般的な BCP のガイドラインとしては、NFPA1600、中小企業向けとして
は Ready Business等が存在する。これ以外に業種別の規制やガイドラインがある。特に
金融機関に対しては、米国連邦金融機関検査協会をはじめ種々の規制・ガイドラインがあ

る。 
保険医療部門や電力業界にも BCP 関連の規制がある。今までのところ金融、医療イン
フラ業界が中心であるが、これ以外の業界に対しても BCP 関連の規制が検討されつつあ
る。以下で具体的な例をみてみよう。 

 
【図表５－６】米国事業継続に関する規制・ガイドライン 

 
 
 
 
 

業種別規制・ガイドライン 
バーゼルⅡ 

BCP Handbook 

BCP ポリシーステートメント 

ルール 3510 

ルール 446 

グラム・リーチ・バイリー法 
金融機関が保有する消費者の 
個人金融情報を保護 

医療保険の相互運用確保 
および説明責任に関する法律 
（HIPPA） 

州公益事業委員会等の規則 

一般的ガイドライン 

中小企業向け 

ＮＦＰＡ1600 

Ready Business 

事業会社全般を規制 サーベインス・オクスリー法 

金 
融 
機 
関 
関 
連 

米国連邦金融機関検査協議会 
       (FFIEC） 

証券取引委員会 
      （SEC） 

全米証券業協会 
      （NASD） 

ニューヨーク証券取引所 
      （NYSE） 

保険医療部門 

電力 
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連邦金融機関検査協議会（FFIEC）を構成する規制当局 
 

 
 

連邦準備制度理事会（FRB）は、幅広い金融機関と金融業務を担当する監督・
規制当局である。他の連邦や州の監督当局と連携し、金融機関の安全性と健

全性、市場の安定、および、金融取引における消費者の公正かつ公平な取り

扱いを確保している。 
 

 連邦預金保険会社（FDIC）は、連邦準備制度理事会による金融機関の検査に
関する基準と報告書式を設定する。 

 全国信用組合保険庁（NCUA）は、信用組合の公認と監督を行う連邦機関で、
米国政府の十分な信頼と信用により担保される連邦基金「全国信用組合預金

保険基金（NCUSIF）」を通じ、全米の連邦公認信用組合とほとんどの州公認
信用組合の預金を保護する。 
 

 
 

通貨監督官事務所（OCC）は、国内全銀行の公認、規制および監督を行うほ
か、外国銀行の国内支店や代理店も監督する。ワシントン DC に本部を置く
OCCは、4つの地方事務所のほか、ロンドンにも駐在事務所を有し、国内銀
行の国際業務を監督している。 
 

 
 

連邦貯蓄金融機関監督局（OTS）は、貯蓄銀行や貯蓄貸付組合を含め、すべ
ての連邦公認貯蓄金融機関と多くの州公認貯蓄金融機関を主に規制する機関

である。1989年 8月 9日、連邦財務省の一部局として設立された OTSは、
ジャージーシティ、アトランタ、ダラス、サンフランシスコの 4ヵ所に地域
事務所を置く。OTSの資金は、規制対象機関に対する賦課金で賄われている。 
 

出所：FFIEC 

 
 
市場原理、規制および業種別コンプライアンス要件の影響を大きく受ける金融サービス

業は、BC の先行きを占う存在といえる。米国では、金融業界の取り組みで始まった BC
が、HIPPA27を通じて保健医療部門に波及し、その他の業界にも徐々に浸透している。SOX
を含む最近の規制強化の波には、内部統制と株主への定期的報告を検証するための説明責

任措置を義務づけることにより、投資家の信頼を取り戻そうとする趣旨があるが、BC は
これにより、取締役会の検討事項に含められることになった。 

HIPPAについては、保険医療業界は BCへの取り組みを検討することを認識した。製薬
会社の多くは災害復旧によく取り組んでいるが、今後はＢＣへの対応が必要となろう。ほ

とんどの病院は災害復旧計画を策定しているものの、今後はすべての病院が、HIPPA要件
                                                  
27 1996年の「医療保険の相互運用性確保および説明責任に関する法律（HIPPA）」の趣旨は、保健医療
インフラにセキュリティーとプライバシーに関する基準の遵守を義務づけることで、健康に関する個人情

報の保護を図ることにある。HIPPAは、不測の事態によってデータが失われた場合、これを回復するプ
ロセスを BC計画に含めるよう求めている。 
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に基づく計画の導入を義務づけられる。更に、小売業でも大企業レベルの全国チェーンに

は、ある一定レベルの BCを導入する方向性が見られる。2004年 8月に発布された NASD 
3510はブローカー、証券会社等の投資顧問に対し、事業中断に備える計画を維持するよう
求めている。 

BCの促進という問題に関し、特定プロセスに支障が生じたことに伴う財務への影響は、
例えばブランドイメージへの打撃になぞらえることができる。リスク評価を行う際に主要

ブランドを考える必要があるのは、企業が単に財務面だけで成り立っているわけではない

からだ。人気のあるロゴで世界的に知名度が高い企業の人間は、このことを認識し、BC
プログラムの一環として、ブランド価値を守る努力をしている。現在では風評リスクやブ

ランド・エクイティ（ブランドの資産価値）の問題は、取締役会の主要な課題である。 
自分の会社のビジネスプロセスはどうなっているか。通常ベースの業務を続けてゆくに

は何が必要か。必要なプロセスや機能を果たせないとしたら、事業にどんな影響が及ぶか。

定量的あるいは定性的に、業務の存続可能性にとって重大な財務上あるいは機能上の影響

が出るまでに、どのくらいの時間がかかるかという問題だ。BC の鍵を握るのはビジネス
プロセスだが、ビジネスプロセスをサポートする業務要素には通常、IT、人材、設備、財
務、法務などが含まれる。 
実際の事業と IT技術との間に格差が存在することに気づくクライアントが多い。IT復
旧戦略が実施に移されたとしても、現実的な復旧目標時間を達成するためには、実際の事

業を行なう上で調整が必要なこともしばしばある。事業復旧のために何が必要かを正確に

把握しないまま、もし IT 部門が独自で戦略を立ててしまうと、結果は適切なコストの水
準に関する論議に終わってしまい実際の役には立たない場合がある。実際にビジネスプロ

セスに対して責任を持つ職員と、これをサポートする IT 専門職員との間には、密接な協
力が必要となる。 
電力・水道、病院が対応・復旧能力などのインフラ整備を行えば、国全体がほぼどのよ

うな不測の事態にもある程度備えられるようになる。そのため、通信、石油、ガス、電力

など、国の根幹のインフラについては近い将来、規制によって BC計画の組み入れが義務
づけられ、各産業が国土安全保障と結びつけられるのではないかという憶測も飛んでいる。

これに乗り遅れないようにするためには、大企業も中小企業も、こうした計画を BCプロ
グラムに組み入れる必要が生じて来よう。 
投資家と世論の期待の高まりにより、企業はビジネスの世界での不確実性と危機を探り、

これを管理する措置の採用を迫られよう。組織の将来的方向性には、今日の事業リスク（戦

略リスク、財務リスク、オペレーショナルリスク、風評リスク、規制リスク）から身を守

るために BCを組み入れた事業モデルの採用が、必ず絡んでくるといえる。 
今後、最善の BC規制は何か、もっとも公平な規制は何かといった問題に関する対話が

活発化するのではないか。官民連携の取り組みは進展しているが、BC に対する認識を高
める環境を整備する責任は、主として行政が負うことになるかもしれない。民間はまた、

政府主導の取り組みを補完する上で、鍵を握る役割を果たす。ほとんどの企業は政府によ
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る介入を望んでいないが、BC に対するコミットメントを実行に移させるためには、ある
程度の規制が必要かもしれない。 

 
３． 米国企業の実例 

本章では、先進的な BCプラクティスに努めている民間企業の実例をまとめる。結果を
見る限り、事業リスクの増大に対する認識は高まりつつある。但しその動きは必ずしも統

一的ではなく、それぞれの企業が独自に、それぞれ特有の基準に沿って、事業活動の維持

を図っている点も多い。政府の規制によって一定の基準が設けられない限り、組織はその

内部で、具体的な事業に見合った基準を設けていく状況は続く。 
最初に米国における先進的な企業のＢＣＰの特徴を整理すると以下の通りである。 
(1) サーベインス・オクスリー法などコーポレート・ガバナンスとの関連が重視されて

いる。 
(2) 経営の関与が大きく、社内にＢＣＰに関する横断的な組織を設ける等、事業活動全

般に位置付けられマネジメントレベルにまで高められている（ＢＣＭ）。 
(3) ビジネスプロセスごとに目標復旧時間を明確化している。 
(4) 机上訓練にとどまらず、実際の業務規模での訓練を実施している。 
(5) 全社的な取り組みとして実施している。更にはサプライチェーンにまで適用範囲を

拡大している。特にＩＴ関連等の緊急性の高い分野については契約面も含め密接な

連携を図っている。 
(6) データバックアップなどに関し専門業者の積極的な活用を行っている。 
(7) ＢＣＰに関する予算が毎年確保されており、ＰＤＣＡの仕組みが定着している。 
(8) DRII等の有資格者を活用し社内におけるＢＣプログラムの浸透を図っている。 
(9) 連邦政府、州政府等が共有する緊急指令システム（ICS）等を企業内のシステムと

融合させている。 
次に、日米のＢＣＰの特徴の違いを整理すると以下の通りとなる。米国企業の特徴とし

ては全社的な関与や目標の明確化といった点があげられる。更に積極的な専門業者の利用、

社内においてはＤＲＩＩ等の有資格者の活用が行われている。一方、日本企業は地域や同

業他社との連携が特徴的である（図表５－７）。 

 
 



 36

 
【図表５-７】日米のＢＣＰの比較 

 米 国 日 本 

戦略性 

経営の関与が大 

事業活動全般に位置付けられマネジ

メントレベルへ 

経営の関与が小 

外部資源の活用 専門業者を活用 専門業者の活用が始まっている 

コーポレート・ガバナン

スとの関係 
サーベインス・オクスリー法を意識 認識は薄い 

国際的な観点 強い 検討を開始 

目標の明確化 明確 不十分 

PDCA 実訓練など重視 訓練規模小 

専門家の活用 DRII等の有資格者の採用 現場重視 

関係機関との連携 ICS等を活用 地域防災戦略との関連 

地域や同業他社との連携 弱い 強い 

想定される災害 テロ・ハリケーン・地震・IT関連 地震が中心、IT関連 

狭義の防災対策との関連 関連性あり 関連性を重視 

 

 
 
（１） Southern California Edison  

Southern California Edison (SCE) は Edison Internationalの子会社で、投資家が所有
する電力会社としては最大級の規模を誇り、ロサンゼルス市などの都市を除くカリフォル

ニア州中部、沿岸部および南部の 5万平方マイルの地域に電力を供給している。利用者は
1,300 万人を超える。国内インフラを担う主要な機関として、SCE は緊急事態に対応し、
利用者へのサービスをできるだけ速やかに復旧させる責任を負っている。 
公益事業全体をカバーする緊急対応計画があるという点で、カリフォルニア州は特徴的

である。カリフォルニアの公益事業は、単に計画を作るだけでなく、かなり以前から、こ

うした計画の統合を図っている。その契機となったのは、1950年代のカリフォルニア公益
事業緊急協議会（CUEA）28の結成である。全州に適用される連邦規制もあるが、各州の

理念によって、州内に規制があるケースも多い29。CUEAは行政、公共・民間電力会社、
地域団体の取り組みを調整する。緊急時には、対応、回復、復旧各時点での取り組みの中

で、カリフォルニア州のガス、電力、水道、下水道、通信およびパイプライン事業者に情

報と支援を提供する。CUEAは主として会員の公益事業者から資金を集め、州知事緊急対

                                                  
28 Ｐ２７図表５－２参照 
29 SCEの緊急対策責任者で BICEPP理事長のケリー・シバーテイカー氏 
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策室の公益事業班を運営する。 
金融業界ほどの規制は受けていないものの、電力事業者はカリフォルニア州公益事業委

員会による一般命令第 166号に従わなければならない。この命令は、緊急事態や災害の際
の業務、信頼性および安全に関する基準を設けている。SCEは一般命令 166号に関するコ
ンプライアンス報告書の提出を義務づけられている。 
機材の保守やサービスの復旧を担当する SCE のフィールド要員は、被害に実効的に対
応できるよう、ICSの研修を受けているため、警察、消防等を判別し、これとの調整を行
う能力を備えている。また、SCE の緊急対応拠点施設には、ICS と標準型緊急対応シス
テム（SEMS）30 の形式が取り入れられている。SCE の緊急対応責任者は補佐 1 人、緊
急事態管理を専門とする職員 3人、消防署と連携して訓練を行う火災管理責任者 2人のサ
ポートを受ける。これらのスタッフは全体として、社内各部署の職員との連絡窓口となっ

ている。 
SCEは災害対策に関して自社内でしっかりとした対策を講じている企業ではあるが、一

定の金銭的上限を超える大災害が起きた場合、保険を申請する。保険会社からの要求事項

の一つとして、SCEは、緊急事態への対応策が整備されていることを実証しなければなら
ない。 
過去 2 年間で、BC 方針の重要性に対する企業役員の認識は急激に高まったが、企業は

今後、この方向をボーナス、昇進機会、給与に関連する年次勤務評定を通じ、責任を有す

る全従業員に拡大すべきことを検討する必要がある。今までのところコーポレート・ガバ

ナンス（CG）や企業の社会的責任（CSR）についての広範囲にわたる議論では大きく取
り上げられてはいないが、BCの組織全体や拡大する事業への浸透効果は、CGや CSRの
領域に属する一側面として解釈できる。 

 
（２） Amgen 

フォーチュン 500社に含まれる Amgenは、バイオテクノロジー業界をリードする医薬
品メーカーである。同社は 25 年間にわたり、数百万人の患者の治療を手がけているが、
現在も起業家精神を失わず、技術を中心にすえた事業展開を行っている。1994年のノース
リッジ地震を受け、同社は更に総合的な BCと緊急対策の立案を進めることとなった。 

Amgenの BCの体制はカリフォルニア州サウザンドオークスの本社に集中している。同
社の BC協議会は、主要な事業部門の上級管理職代表から構成され、四半期に 1回の会合
を開く。その中心的役割は毎年、BC 計画策定活動についての目標と要求水準を定めるこ
とにある。スタッフ 3人からなる BC計画策定グループは、各事業部門と連携している。
情報システムグループを含めると、社内には DRIIの認定を受けた BC専門職員が 5人い

                                                  
30 1991年のオークランド／バークレーでの山火事を受け、カリフォルニア州議会は、複数の行政機関や
管轄区域が絡む緊急事態への対応を管理するため、標準型緊急対応システム（SEMS）を制定した。SEMS
は ICSに基づき、州内全体の統一的緊急対策として用いられるが、連邦レベルでもモデルとして使われ
ることが多い。 
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る。うち 3人は地域災害復旧専門家で、残りの 2人は企業レベルの専門家である。追加的
な情報システム・バックアップテスト実施の資金調達やシステムの計画などの問題に取り

組むうえで、協議会は重要な役割を果たしてきた。最近では、取引先に BC計画の取り入
れを要求するかどうかという問題が話し合われている。 

Amgenの BCに対するアプローチは、主として社内で開発されたものであるが、BCプ
ロセスの開発と実施については、社外コンサルタントの指導も受けた。各事業所では警察

や消防など、地方当局との連携を図っている。Amgen は大規模な事業所について ICS 形
式を、小規模な事業所については、その修正版を用いている。 
リスクを洗い出すため、各事業所ではハザード分析を行う。各事業所での業務に基づき、

地域に関連するインフラ崩壊による建物への種々の影響に取り組むための計画が策定され

る。例えば、プエルトリコの事業所では、Amgen が自家発電機で電力を賄わなければな
らない事態が生じている。 

Amgenは、2つあるバックアップ拠点に ITリスクを分散させることが重要であると考
えている。また、大規模なシステムについては、SunGard等の外部業者にホットサイト（災
害時に使用可能なハードおよびソフトを兼ね備えたオフサイトのデータ処理施設）サポー

トを委託している。しかし、同社は現在、他の事業所のバックアップを本社に 2つあるメ
イン・データ・センターで行おうとしている。業務面では、各施設に関して二重化を行っ

ているほか、人材についても二重化を図っている。復旧時間目標（RTO）は、該当する事
業所と事業活動の内容に応じて決められる。例えば、Amgen はロードアイランド州に重
要拠点を持っているが、ここの RTOは 4時間未満である。その一方で、研究所の RTOは
5日と長い。全社的には、もっとも重要なビジネス・システムに 4時間以内の復旧が求め
られている。 

BC プロセスの監査では費用分析を行なってはいないが、各事業単位がそれぞれ設定し
た内部基準と計画策定時の要件を満たしているかどうかを判定する。社内基準書で各事業

部門に一定水準の BC計画が義務づけられている点について、監査を行っている。Amgen
はまた、損害保険会社の Aon Corporationと FM Globalから、リスク管理と保険ブロー
カー業務のサービスも受けている。両社は Amgen の BC 計画策定、防災訓練、研修等の
水準を評価している。 

Amgenに適用される法規制には、個人健康情報の安全に関する 1996年の「医療保険の
相互運用性確保および説明責任に関する法律（HIPPA）」と、従業員緊急対策立案に関す
る職業安全衛生管理局（OSHA）規則がある。 

BCが企業の利益になることを理解させるのはなかなか難しいが、Amgenをはじめとす
る多くの組織が、BC をビジネス上の良き慣行であるととらえている。2004 年、Amgen
は BC関連のテスト、出張その他の経費として、給与を除き、100万ドルから 500万ドル
を支出した。業務上の立場からいえば、BC への投資は企業のコンプライアンスを確保す
る。長期的観点からすれば、企業の存続可能性が高まることになる。グローバル市場にお

いては今日、研究開発型の企業も激しい競争にさらされている。コーポレート・ガバナン
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スの要素に BCを加えた Amgen のような企業が、その中で優位に立っていくであろう。 

 
（３） 食品関連子会社 A社 

A社は、ある国際的な大手食品会社の子会社である。親会社の商品基盤はチョコレート
や菓子、飲料、アイスクリーム、乳製品、ペット食品やベビーフード、加工食品、さらに

は別の子会社が販売するミネラルウォーター・ブランドなど、多岐にわたる。商品は販売

地域の嗜好を考慮して作られており、特定国でのみ売られるブランドも多い。 
業界内では BCプログラムの模範と見られている A社だが、同社が 11～12年前にプロ
グラムを作成するきっかけとなったのは、1988年にロサンゼルスで発生したファースト・
インターステート・バンク火災であった。この高層ビルの火事は幅広い反響を呼び、多く

の組織が BCの実践に着手するきっかけにもなった。 
A社の所在地は米国であるが、親会社は全世界的な最優先課題として、BCPの促進に積

極的に取り組んでいる。当社の BC方針は全世界的なもので、社内全体で取り組みが標準
化されているため、あらゆる部署が同じアプリケーションやシステムなどを用いている。

米国内における各事業単位、工場、流通拠点およびカスタマーサービス・センターと連携

し、それぞれの復旧計画が完全、最新、かつ事業復旧に効果的であることを確保するのが、

A 社の役割である。経営層のサポートを受けながら、DRII のプログラムによる認定を受
けた専門職員が BCプロセスを指導している。 

A社は Hewlett-Packard、Rentsys、Strohl Systemsなどの BCPソフトウェアと復旧
サービスを利用している。また、バックアップ用のオフサイト施設も備えている。事業活

動は 24時間体制を敷いているが、停止期間の許容範囲は事業活動の重要度により異なる。 
金融業界が強制的にしばられるのとは異なり、同社の BCに関しては義務的な規制要件
は今のところなく、すべてが自主的な取り組みである。 

A 社はビジネス・インパクト分析（BIA）を実践しているが、BC に関して最も重要な
要素は復旧計画テストの実施であり、当社にとっては、実際の業務規模でのテスト 1回を
含む年 2回の復旧テストを行なうことが妥当であると考えられている。 

BCの潮流に乗り遅れないようにするため、A社の BCPと ITの担当者代表は BCや災
害復旧に関するセミナー、会議、緊急研修会など、政府が開催する研修に参加している。 

BC に対する関心は広がっているものの、こうした関心は、大災害が起きた直後に集中
するのが通例となっている。被害が収まってしまえば、関心の中心は日常業務の優先課題

へと戻り、BC はないがしろにされる。復旧計画が確実に整備、更新されるよう気をつけ
なければならない。社内での継続的な防災情報の提供、復旧計画のテストおよび啓発プロ

グラムを通じ、危機意識とアカウンタビリティーの社風を根づかせることができる。 

 
（４） Washington Mutual 

Washington Mutual, Inc. (Wamu) は、全米でも有数の金融サービス会社で、系列企業
を通じて、消費者や中小・中堅企業を顧客に抱えている。同社は業務活動、商品、サービ
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スの管理を行うにあたり、顧客を消費者と企業の２つのカテゴリーに分けている。 
Wamuの BCは全社的システムの形で実践されているが、その機能はワシントン州シア
トルの本店に集中している。事業継続保証室（Office of Continuity Assurance）の室長を
務めるのは、企業リスクサービス担当部長のアニー・サール氏である。サール氏は 1999
年、同行の技術復旧業務を担当していた。当時は BC、保険サービス、物理的セキュリテ
ィーがいずれもリスク管理部門で取り扱われていた。BC 計画が経営委員会に提案された
のは 2002年のことであり、翌年の 2003年から BCプログラムはサール氏の担当に移され
ることになった。現在のスタッフにはDRIIで認定された専門職員3～4人が含まれている。 

 
【図表５－８】Washington Mutual の業務継続体制 

 
Wamuの事業継続保証室には全社レベルの運営委員会があり、これが BCの基準と方針
を策定している。各事業部の BC連絡窓口との調整も担当する。それぞれの連絡窓口は、
復旧計画の策定、および、該当する事業部に関する方針と手順の実施に責任を負う。 

Wamuの年次報告書には、BCに関する最新の方針とイベント、業務上必要不可欠なプ
ロセス、BIA の結果のほか、「準備態勢格付け」マトリックスが含まれている。このマト
リックスは、目標復旧時間を基準としたテストに基づく評価である。サール氏の指摘によ

れば、2004年には 2,000の業務上必要不可欠なプロセスが洗い出された。2005年には、
このプロセス数が 2,700に増えている。取締役が BC報告書を審査したうえで、組織全体
の復旧順位を決定する。 

事業継続保証室 

 

技術（最高情報責任者） 

 
企業リスク管理（最高リスク管理責任

者） 

• 緊急時への備え 

• イベントマネジメント 

• 事業継続保証 

• BIA 

• ギャップ分析 

• ソリューション 

• テスト等のサービス
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【図表５－９】準備態勢格付けマトリックス 
 

Wamu の BCP の 80%は 1) データ保護
と 2) 業務継続に充てられている。IT資
産に関する災害復旧計画の規定を見ると、

それぞれのデータ・センターが補助のデ

ータ・センターで業務を復旧できるよう

になっている。復旧施設はワシントン、カリフォルニアの両州に戦略的に配置されている

ほか、テキサス州にも新たな拠点が設けられた。危機管理チームは主としてワシントン州

のシアトルを拠点とする。その他の先進的組織と同様、Wamu も定期的に補助サイトと
BCプロセスのテストを行っている。プログラムの中で、Wamu の「準備態勢格付け」は
優先順位を設定する上で重要な役割を果たしている。その優先順位は同行の取締役により

構成される専門委員会に提示され、必須のビジネスプロセスが同時に ダウンした場合の復

旧順位として承認される。Bank of America や Wells Fargo Bank も同様のプログラムを取

り入れているようだ。31 
Wamuの BCアプローチは包括的かつ厳格であり、取引先に対しても、同社のプログラ

ムを反映するプログラムの実施を要求している。これに加え、取引先は BC計画のテスト
結果を実証する文書を提出しなければならない。同行がビジネス上関係にある企業のうち、

先進的な BCを実践しているものとしては、AT&T、IBM、MCIおよび Fidelityがあげら
れる。 
各取引先のリスク水準の判定には、リスク・マトリックス・モデルが用いられる。例え

ば、顧客データをサポートする取引先は、リスクの高い取引先とされる。カスタマー・サ

ポートあるいは顧客開拓を重点的に手がける海外の取引先には、Wamuによる査察と監査
が要求される。特に、ITやビジネスプロセスが海外に外部委託される場合、銀行はリスク
管理上の課題に直面する。規制上の観点からすれば、連邦貯蓄金融機関監督局（OTS）な
どの機関が海外取引につき、適切な注意義務を強化している。Wamuのような金融機関は
規制により、内部の BCガバナンスの統制、基準、方針およびプロトコルを厳格化し、リ
スクの影響を極小化するよう義務づけられているのである。 

SOXをはじめ、最近の立法措置も金融機関に影響を及ぼしている。Wamuにはその他、
連邦金融機関検査協議会（FFIEC）32やグラム・リーチ・バイリー法33などの業種別コン

プライアンス要件も適用されている。 
Wamuに独特の強みとして、官民連携に幅広くかかわっていることがあげられる。例え
ば、Wamuは ICSシステムを取り入れているほか、その他いくつかの早期対応ツールにも

                                                  
31 リスクサービス担当部長のアニー・サール氏 
32 付録 Aを参照。 
33 1999年のグラム・リーチ・バイリー法には、金融機関が保有する消費者の個人金融情報を保護する条
項がある。 

優 防災力高い 
良 受容可能なリスクの範囲内 
可 基礎的要件達成 
不可 低い 
出所：Washington Mutual, Inc. 
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接続されている。また、ワシントン大学の地震プログラム、金融サービス情報共有・分析

センター（FSISAC）、サンフランシスコのシークレットサービス、DHS、ニューヨーク
州、ニューヨーク警察との連携も図っている。幅広い連携関係を有するWamuは、複数の
ICSを備えている。しかも、Wamuのプログラムには、Blackberryのような携帯端末や、
予測、監視、通報サービスを提供する企業 ImpactWeather, Inc.も含まれている。 
リスクマッピングにより、確率が高く、しかも被害も大きい事象としてWamuが割り出
したのは、ハリケーンや竜巻（以上は事業所の立地条件による）、IT 詐欺、個人情報の盗
難であった。Wamuは年 1回、このような事象に備える机上テストを実施している。これ
は印刷された資料を用いたシナリオ・シミュレーションである。 
同行では、重要度の高いプロセスのそれぞれについて、個別に RTO（復旧時間目標）を

設定しているが、これは優先度に応じ 1時間、2時間、4時間あるいは 8時間となってい
る。例えば、メインフレームと通信関連施設については、RTOが 4時間、営業日数でいえ
ば半日に設定されている。業務上必要不可欠なプロセスのほとんどは 8時間、すなわち 1
営業日以内に復旧させなければならない。 
人件費、研修、携帯端末供給者との契約などを含むWamuの一般的 BC予算は、SunGard 
などのホットサイト提供業者との契約やその他のサービスを除いても、およそ 100万ドル
から 500万ドルに上る。もちろん BCの本当の価値は緊急事態が発生しないとわからない。 
Wamuは BCプログラムに関して、外部監査人による指導、専門家会議、その他担当者間
の会合を通じ、最新のトレンドを常に把握している。 

 
（５） WESTCORP 

WestcorpはWestern Financial Bankの金融サービス持株会社である。同行は連邦政府
の認可を受けた連邦預金保険の対象となる貯蓄銀行であり、その銀行業務を通じ、幅広い

サービスを提供している。その中には、南カリフォルニアでの小口金融業や市中銀行業も

含まれる。Westcorpはまた、自動車金融のWFS Financial Inc.の株式を 85%近く保有す
る。同社は米国でも有数の独立系自動車金融会社である。34 

Westcorpの BCには、IT復旧と事業復旧が含まれており、同社にとって重要性の高い
業務と見なされている。社内には約 25の BCチームがあるが、これらは主として IT機能
や主要なビジネス機能を担う。取締役会が積極的に主導しており、年 1回の BCプログラ
ム審査を行っているが、これは文書化され、さらに規制当局の審査を受ける。 
同社は2005年、事業にとって不可欠な取引先に焦点を絞ったプログラムを実施したが、
その際、取引先との会合を開き、その BC・災害復旧計画とテスト結果を審査した。これ
に基づき、14回の災害復旧演習も行われた。このプロセスは、取引先と契約する際に慎重
な検討を行い、当社に提供されるサービスに関する災害復旧と BCに関して共通認識を持

                                                  
34 ノースカロライナ州を拠点とする米国の大手銀行 Wachoviaは 2005年 9月、34.2億ドルでWestcorp
を買収すると発表した。この買収により、Wachoviaはカリフォルニア州の小口金融市場のほか、中古車
等新車以外の自動車金融市場にも参入を果たす。合併は 2006年第 1四半期に完了する見込みである。 
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つことからスタートしている。持続可能な BCプログラムを維持するため、取引契約を結
ぶ当事者は法務部門と密接に連携し、その際の BCに関する規定と条件について話し合っ
ている。 

Westcorpは事業中断の場合、復旧メカニズムを組み合わせて使うことができる。それは、
複数のホットサイト提供者が異なったプラットフォームで利用できるからである。ホット 
サイト提供者との契約の中には、すぐに使用できるコンピュータ・システムの供給が盛り

込まれており、アプリケーションシステムの一定の部分は、こうしたサービスによって復

旧できる。一部のシステムについては、別のサイトに独自のバックアップ復旧能力も備え

ている。Westcorpはさらに、社内の緊急対応拠点施設や、業務移転先となる複数のバック
アップ施設も洗い出している。カリフォルニア州には大規模な社屋が 3つあるほか、全米
の事業所は 40ヵ所に上る。また、銀行業務の支店は 19ヵ所、データ・センターは 3ヵ所
ある。しかも、各事業所には、同じ事業活動を行えるリモートオフィスによるバックアッ

プが付いている。例えば、ハリケーン接近によりフロリダ州の事業所に避難勧告が出され

た際には、別の州にある事業所が業務を代行した。 
ビジネス・インパクト分析型アプローチの採用により、Westcorp は年 1 回、業務上必
要不可欠なビジネスが停止した場合のコストを洗い出している。当社は重要なシステムの

すべてを、業務上必要不可欠、最重要およびその他に分類している。必要不可欠な機能の

RTO（復旧時間目標）は 48時間、最重要な機能の RTOは 72時間である。 
Westcorpの 計画はMS Officeアプリケーション（MS Word､ Excel）などに基づき、

社内で開発されたものである。同社は計画を策定した当事者に対し、四半期ごとに計画の

検証を行うよう求めている。計画は四半期に 1回の机上テストの対象にもなる。 
Westcorp は被害管理プロセスを採用しているが、これは連邦や州の緊急対応機関
（FEMA、消防、警察等）が用いる緊急指令システム（ICS）と連動する。被害管理プロ
セスの対象となるのは、当初の緊急対応が完了し、被害管理が Westcorp 経営管理チーム
（EMT）に移管された後に必要となる活動である。プロセスには、内部の協力者とどのよ
うに連絡をとるかだけでなく、報道機関、顧客、ディーラー、株主、取引先、主要な投資

家など、外部とのコミュニケーションをどう確保するかに関する記述もある。 
ほとんどの金融機関と同様、Westcorpも BCと災害復旧に関する OTS、SEC、FFIEC

などの要件順守に多額の投資を行っている。OTSにも連邦準備制度理事会にも独自の監査
プログラムがあるが、銀行業界のほとんどは FFIEC の文書を指針として用いることにな
ろう。 

 

４． 今後の展開 

ロサンゼルス・タイムズ紙によれば、FEMAは 2001年 8月、州の緊急対策担当者を対
象とする研修会を行い、米国を襲う可能性がもっとも高い 3 大災害について話し合った。
まず議題にあがったのがニューヨークでのテロ攻撃、第 2の災害は超大型ハリケーンのニ
ューオーリンズ直撃、そして第 3の災害はカリフォルニア州南部のサンアンドレアス断層
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を震源とする大地震であった35。第 1、第 2 の災害が現実となった今、地震専門家は大地
震対策の見直しに取りかかっている。南カリフォルニア地震センター（Southern 
California Earthquake Center）の報告によれば、今後 20年以内にマグニチュード 7以
上の地震がロサンゼルスを襲う可能性は 80%から 90%と高い。カリフォルニア州民の 10
人に 6人は、地震に襲われる確率が高い地域に暮らしている36。 
地震予知の改善にもかかわらず、担当者は最悪のケースの場合、メキシコ湾岸のハリケ

ーン被害に相当する破壊や混乱もありうると見る。カリフォルニアの状況は 5～10年前と
比べれば改善しているが、準備不足の感は否めない。耐震補強を必要とする病院は今でも

900ヵ所を超え、しかも、2008年の期限に間に合わないものについては、5年間の期限延
長が認められた。カリフォルニア病院協会（California Hospital Association）によれば、
危険性のある施設を少なくとも 1つ抱える病院は約 78%に上る。地震にもろい学校も州全
体で 7,000校を超える。崩壊のおそれがもっとも高いとされる石造建築物も、およそ 3分
の 1 が未補強の状態にある37。しかも、断層付近に位置する水道やガスの幹線がやられれ

ば、重要インフラに深刻な影響が出かねない。このようなシナリオをきっかけに、複雑さ

を増している社会環境に取り組む事業継続管理（BCM）能力の向上を目指し、社会全体の
関心と責任を高めてゆく必要がある。 
競争が激しく、先行き不透明な今日のグローバル経済においては、国内の BCM への取
り組みを全世界での取り組みと調和させることが、将来を見据えた動きといえる。多国籍

企業は、ローカルな実践を国際的に合意された基準に適合させるべきである。また、ニュ

ーヨークの本社でも東京の支社でも、組織全体に適用できる総合的な BCM 方針を策定す
るのも一案といえる。 
吸収合併の際に BCM の課題に取り組むことが必要となる。このような場合、組織的な

混乱や指導層の交代、コスト削減措置は避けられないからである。このことは、あらゆる

チャンネルを通じた連携により、組織内と組織間の協力を強化してゆく必要性を示してい

る。相互依存関係が多岐にわたる中で、BCM 方針は業界、事業活動、地理的所在、規模

に関係なく、柔軟に適用できるものとしなければならない。 
更に重要なことに、BCM ガバナンスが取締役会の決定事項となるにつれ、方針設定者

のスタンスは、不測の事態による一組織への直接的影響の範囲を超え、幅広い経済全体に

影響を与えかねない。つまり、どのような意思決定プロセスにおいても、リスクがどれだ

けうまく管理されているかについて検討しなければならない。組織の行動責任と説明責任

という観点は、企業の社会的責任という理念の根底をなす。それは有形の利益だけでなく、

企業の競争力を保ち、ブランドのイメージと価値を守るといった無形の利益も含め、企業

                                                  
35 Hector Becerra and Jia-Rui Chong, “California Earthquake Could Be the Next Katrina,” Los 
Angeles Times, September 8, 2005. 
36 “Getting Ready for the Big One,” The Economist, September 17, 2005. 
37 Hector Becerra and Jia-Rui Chong , “California Earthquake Could Be the Next Katrina,” Los 
Angeles Times, September 8, 2005. 



 45

の全体的業績を評価する際に、経済、社会および環境面でのパフォーマンスも考慮に入れ

るという、トリプルボトムライン報告の理念にほかならない。この点からすれば、トリプ

ルボトムラインに直接の影響を及ぼすものとして、持続可能な BCM プログラムの方針や
手順を一般に開示することが重要であろう。長期的な企業価値を極大化する事業モデルと

不可分一体をなす BCM は、コーポレート・ガバナンスとも関連づけるべきである。ステ
ークホルダーの現在および将来のニーズを充足するために、企業は十分な、あるいはそれ

以上の BCM の継続的改善を約束しなければならない。こうした見地に立てば、コーポレ
ート・ガバナンスや企業の社会的責任の一要素として、BCM を取り入れるべきだといえ

よう。 
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付録Ａ 

FFIECの BC計画策定の手引きは、金融機関やサービス提供者が必須の金融サービスの提
供を確保するために導入したリスク管理プロセスを、検査官が評価する際の指針と検査手

順を記したものである。 
 
FFIECは、総合的計画を策定する際、下記のアプローチを用いるべきだとしている。 
 
ビジネス・インパクト分析 
• コントロール不能な不特定事象が金融機関のビジネスプロセスと顧客に及ぼしうる影
響を洗い出す。 

• データ処理に限らず、あらゆる部門とビジネス機能を検討する。 
• 許容できる最大限の停止期間と、データ、業務および財務的損失の受容可能な水準を
試算する。 

 
リスク評価 
• 事象の規模と発生可能性に基づき、起こりうる事業中断の順位づけをおこなう。 
• 金融機関の現行の BC 計画と、復旧時間目標や復旧ポイント目標の達成に何が必要か
を比較するギャップ分析を行う。 

• 金融機関、顧客および金融市場に対する影響に基づき、脅威を分析する。 
 
リスク管理 
• 各職員グループが時間どおりに計画を実施できるよう、これを書面で作成し、配布す
る。 

• どのような条件の場合に計画を発動すべきかについて、具体的に定める。 
• 業務中断の際、とりあえずどのような措置を講じるべきかを具体的に定める。 
• 予期せぬ脅威のシナリオや内部状況の変化に柔軟に対応できるようにする。 
• 特定の施設や機能が麻痺した場合、どのように事業を復旧させるかに重点を置く。 
• サービスの中断や財務的損失の極小化に対して有効なものとする。 
 
リスク監視 
• テスト、第三者による審査および定期的更新により、BC計画の有効性を確保する。4
種類のテストについて概略を記す。 

 段階的説明 
 会議室あるいは少人数グループで BC計画について議論する。 
 個別研修と集団研修を行う。 

 机上演習 
 特定の機能的対応力を実践、検証する。 
 補助のサイトや施設で対応をシミュレーションしたロールプレイを行
って、必須のステップを実際に試し、問題点を認識するとともに、脅

威が現実となる前に問題の解決に当たる。 
 危機管理・対応チームの全体あるいは一部を動員する。 
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 機能テスト 
 いくつかのグループに指令、統制、評価、活動、計画など、一連の双
方向的機能を実践させ、その緊急事態処理能力を確かめる。 

 実際の情報伝達能力を用いて、補助のサイトあるいは施設への対応を
実践あるいはシミュレーションする。 

 実規模テスト 
 危機対応機能を検証する。 
 知識や技能のほか、経営層の対応・意思決定能力も確かめる。 
 調整と意思決定の役割を現場で遂行する。 
 シミュレーションではなく、実際の通報、資源動員および決定連絡を
行う。 

 実際の対応場所あるいは施設で活動を行う。 
 
追加的指針 
 正規の BC 計画監査は少なくとも年 1 回実施する。報告書は経営層や取締役会に提出
して、その承認を求める。 

 BCの計画とテストは、第三者が審査すべきである。 
 経営上層部と取締役会は、BC計画策定に関する 5つの具体的責任分野を審査すべきで
ある。 

 検査官と監査官は、公益事業、通信、第三者の技術提供者、主な取引先、提携先、顧
客をはじめ、ビジネス上の関係者とステークホールダーにとっての事業継続を含め、

金融機関が適切な戦略を備えているかどうかを判定すべきである。 
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付録 B：  
下記の情報は DRIIから入手した。 
 
1.  プロジェクトの立ち上げと管理 
  
防災対策強化戦略、復旧目標、事業継続・危機管理計画を含め、事業継続管理（BCM）の
プロセスあるいは機能を確立する。経営層による支持の取り付け、および、リスク管理へ

の総合的取り組みと連携した、あるいは、その主要構成要素としての BCM 機能あるいは
プロセスの策定管理も取り扱う。 
     
2.  リスクの評価と管理 
  
災害だけでなく、混乱によって組織とその資源（施設、技術など）に悪影響をもたらしか

ねない事象と外部環境、このような事象によって生じうる被害、および、潜在的損失の影

響を予防あるいは極小化するために必要なコントロールを見極める。リスク軽減を目的と

した管理への投資を正当化するため、費用便益分析を行う。 
     
3.  ビジネス・インパクト分析 
  
組織に被害を及ぼしかねない混乱や災害のシナリオに起因するインパクト、および、この

ようなインパクトを定量化するために利用できる手法を洗い出す。タイムクリティカルな

機能、その復旧優先度および相互依存関係を洗い出すことにより、復旧時間目標を設定で

きるようにする。 
  
4.  事業継続管理戦略の開発 
  
復旧ポイント目標と復旧時間目標の範囲内で事業を継続しながら、組織に不可欠な機能を

維持するための可能な事業運営戦略の選択を決定、指導する。 
       
5.  緊急対応と緊急措置 
  
緊急事態の際に指令拠点として利用すべき緊急対策拠点施設の設置と管理を含め、緊急事

態に対応し、被害や事象発生直後の状況を安定させるための手順を開発、実施する。 
        
 6.  事業継続・危機管理計画の開発と実施 
  
復旧時間目標と復旧ポイント目標の範囲内で継続性を確保する事業継続計画と危機管理計

画を設計、開発、実施する。 
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 7.  啓発・研修プログラム 
  
社内の認識を向上、維持するためのプログラムを作成し、事業継続管理のプログラムある

いはプロセスと、これをサポートする活動の開発、実施に必要な技能を高める。 
      
 8.  計画の維持と演習 
  
計画演習の下準備と調整、および、演習結果の評価と文書化を行う。組織の戦略的方向性

に従い、事業継続能力と計画文書を最新の状態に保つ。適切な基準に照らし、計画が有効

に機能することを検証するとともに、明確かつ簡潔な形で結果を報告する。 
       
9. 緊急時の連絡 
 
内部のステークホルダー（従業員、企業経営層など）、外部のステークホルダー（顧客、株

主、取引先など）およびメディア（新聞・雑誌、ラジオ、テレビ、インターネットなど）

との連絡を保つための計画の開発、調整、評価および演習を行う。 
      
 10.  外部機関との調整 
  
外部機関（地方、州、連邦、緊急対応者、国防など）と継続・回復活動を調整しながら、

該当する法令の順守を確保するために適用できる手順と方針を確立する。 
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